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1. 序論 
 
1.1. 本研究の背景と位置付け 
 
電話局から加入者宅までのアクセス回線に光ファイバを用いる FTTH (Fiber To The 
Home)は 1990 年以降研究が進められ，1997 年にビジネスユーザ向けに，2002 年に一般家
庭向けに，世界に先駆けて日本でサービスが開始された［1-1］．2010 年末に，日本で FTTH
加入者数は 1977 万に達し，日本国内のブロードバンドユーザ 3459 万加入の約 57.2%が光
アクセスを使用しており，ブロードバンドアクセスの主流となった（図 1.1 参照）．世界で
は，北米で 2005 年頃から[1-2]，中国で 2007 年頃から本格的に光アクセスが導入され，現
在，急速に普及しつつある． 
 
図 1.1 日本のブロードバンドユーザとアクセス手段の推移（出展 総務省平成 23 年版 情
報通信白書） 
 
FTTH の急速な進展に貢献した技術がパッシブオプティカルネットワーク（PON: 
Passive Optical Network)[1-3][1-4]である．PON は光ファイバを受動素子であるパワース
プリッタにより分岐し，多数の加入者で光ファイバおよび局側のインタフェース機能を共
有し，加入者当たりの設備コストを低減することにより，通信事業者による加入者への光
アクセスの経済的な提供を可能とする．光アクセスでは光ファイバの敷設にもっともコス
トがかかるが[1-5]，これをメンテナンス不要である受動素子のパワースプリッタにて分岐
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し多数の加入者で共有することにより，加入者当たりの光ファイバ敷設コストを低減でき
る．また，局側のインタフェースを多数の加入者で共有することにより，局側設備の省ス
ペースおよび省電力化を実現する．伝送速度，信号方式の違いにより後述するように各種
の PON が開発されてきたが，主要な PON は，通信の国際標準機関である ITU 
(International Telecommunication Union)と電気・電子分野における世界最大の学会であ
る IEEE (Institute of Electrical and Electronics Engineers)で標準化されてきた． 
図 1.2 に PON の概略構成を示す．局側に設置する装置を OLT (Optical Line Terminal)，
加入者側に設置される装置を ONU (Optical Network Unit)，光スプリッタにより分岐され
た光ファイバ網を ODN (Optical Distribution Network)と呼び，これらにより PON は構成
される．OLT は局舎にて上位ネットワークに接続されるが，この上位ネットワークとのイ
ンタフェースを NNI (Network Node Interface) と呼び，ONU がユーザ端末接続用に持つ
インタフェースを UNI (User Network Interface) と呼ぶ． 
 
図 1.2 パッシブオプティカルネットワーク(PON)の構成 
 
PON では加入者毎のデータを時分割で多重する．電話局から加入者方向，すなわち下り
方向の伝送については TDM (Time Division Multiplexing)，加入者側から電話局方向，す
なわち上り方向の伝送については TDMA (Time Division Multiple Access)[1-6][1-7]を用い
る．また，下り方向と上り方向の光信号の波長帯を分けることで 1 本の光ファイバでの双
方向通信を行う，WDM (Wavelength Division Multiplex)を用いている．さらに，ポイン
ト・トゥ・マルチポイントという網形態が放送に適しているため，下り方向にデータと別
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波長を使用したアナログビデオ配信も行われる．伝送距離 20km，分岐数 32 がこれまで普
及してきた典型的な PON の仕様である[1-8]．伝送速度については，1997 年に PON がビ
ジネスユーザ向けに使用開始された当初は 155Mbps，2002 年に一般家庭に普及した頃には
622Mbps，2005 年以降は 1Gbps と高速化が進んでいる． 
PON は多数の加入者で伝送帯域および回線というリソースを共有することを特徴として
いるが，これは全加入者のトラヒックが同時に発生する確率は低く，統計多重効果が得ら
れるということを前提とする．PON の伝送帯域を加入者数で均等に配分すると，例えば 32
分岐で運用する場合，加入者は伝送速度の 32 分の 1 の帯域しか享受できないことになり，
加入者への高速通信回線の提供という目的を達成できず，かつ，通信を行っていない加入
者へも帯域を割り当てていることになり非効率的である．従って，帯域割当制御はトラヒ
ックの発生状況を考慮して最適化されることが重要である[1-9]．また，省電力の観点から，
トラヒックのある加入者側装置のみが動作することが望ましく，省電力制御技術[1-10]も重
要性を増している．光ファイバを共有することは，光ファイバの障害あるいは，局側イン
タフェース部の障害により多数の加入者に被害が波及することを意味しており，信頼性を
要求する加入者に対しては，高信頼化のために冗長構成[1-11]をとることが必要となるが，
効果と経済性から最適化されたものであることが重要である． 
本研究では，PON におけるリソースを伝送帯域，消費電力，PON を構成する終端装置
と定義し，これらを有効利用する制御方式を提案する． 
 
 
1.2. 本研究の概要 
 
第 2 章ではまず，これまでに開発された各種 PON システムの概要と伝送制御方式を紹介
し，各種 PON に対する統合的な管理方法についても述べる． 
第 3 章では PON の帯域を有効利用する制御方式について述べる．3.2 節では，PON の動
的帯域割当制御の概要を説明する．3.3 節では動的帯域割当制御における帯域予測手法につ
いて述べる．3.4 節では，将来のより広帯域化に対応し，かつ帯域予測に有効なバッファ量
通知方式について提案する．3.5 節では，動的帯域割当制御における帯域予測手法のアプリ
ケーションに与える影響を検証し，帯域予測手法の有効な適用方法について提案する． 
第 4 章では PON の消費電力効率化について述べる．4.2 節では PON の省電力制御に対
する要求条件および標準化動向について述べる．4.3 節では，国内およびアジア地域に広く
普及するイーサネット PON における加入者側装置の省電力制御方式を提案する．4.4 節で
は，提案する省電力制御プロトコルを用いた場合の省電力効果と伝送遅延を定式化する．
4.5 節では，4.4 節での解析結果に基づき，省電力制御プロトコルをシステムに適用する際
のプロビジョニング方式について提案する． 
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第 5 章では，PON の高信頼化におけるネットワークリソースを有効利用する制御方式に
ついて述べる．5.2 節では PON の高信頼化に対する要求条件を述べる．5.3 節では，本研
究にて提案するイーサネットプロテクションを適用することによる，高信頼かつ汎用的な
装置を使用することによる低コストでの冗長切替制御の実現方式について述べる． 
最後に第 6 章にて本研究全体のまとめを述べる． 
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2. パッシブオプティカルネットワークの伝送方式概要 
 
2.1. まえがき 
 
PON において各加入者のデータを多重する方式として時分割により多重する TDM 型
PON[2-1]と加入者単位で波長を分けることによりデータを多重する WDM 型 PON[2-2]が
あるが，これまで広く普及してきたのは TDM 型 PON である．WDM 型 PON は，論理的
な伝送路はポイント・トゥ・ポイントであり制御は単純化できるが，OLT 側に加入者数分
の異なる波長を使用する光送受信器，また，ONU 側についても可変波長の光送受信器，さ
らには波長スプリッタなどの必要とされる光デバイスが高額であることが普及を妨げてお
り，光デバイスの製造技術に関するブレークスルーが必要であり現状では標準化されてい
ない．TDM 型 PON では，WDM 型 PON とは異なり，使用する波長は全加入者で共通で
あるため光デバイスのコストの面で有利であり，これまでに標準化され世界各国に普及し
てきた．本章では， TDM 型 PON について伝送方式の概要を説明し，これまでに ITU-T
および IEEE で標準化された各種 PON を紹介する．  
 
 
2.2. データ多重方法 
 
1 章にて述べた通り，本論文が対象とする TDM 型 PON では下り信号は同報，上り信号
は時分割多重である（図 2.1）． ITU-T 標準の B-PON[2-3]では 53 バイト固定長の ATM セ
ル[2-7]を， IEEE 標準の EPON[2-4]では可変長のイーサネットフレームを，ITU-T 標準の
G-PON[2-5]では各種アプリケーションのデータをカプセル化したジェネリックフレームを
光ファイバ網にて多重する．これらの PON では伝送方式は共通しており，局側装置である
OLT がマスタとなり，各 ONU に対して送信許可情報（グラント）を発行し，各 ONU の
上り信号送信タイミングを通知することにより上り信号の時分割多重を実現する． 
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図 2.1 PON のデータ伝送方式 
 
PON では，各 ONU が送信する上り信号がスプリッタにて合流するが，上り信号同士が
衝突しないように制御する必要がある．OLT は ONU との初期接続時に ONU との距離を
測定する．OLT は各 ONU に応じたラウンドトリップタイムを勘案して上り信号送信時刻
をスケジューリングすることで効率的に上りデータを多重する．この距離測定手順をレン
ジングと呼ぶ（図 2.2）． 
 
図 2.2 PON における上り信号の多重方法 
 
下りデータはスプリッタにより同報されるため，全 ONU が同じデータを受信する．PON
は公衆網に適用されるため，セキュリティ上の問題から各加入者のデータは他の加入者が
受信できないようする必要がある．これを下りデータに加入者識別用の識別子（ID）を付
8 
 
与することにより，ONU は自宛データのみ受信できるようにし，さらに，下りデータを
ONU 単位で暗号化する[2-3][2-5]ことにより盗聴防止する．上りデータと下りデータの伝送
には異なる波長帯を使用することで，1 本の光ファイバで双方向伝送を行う． 
 
 
2.3. 加入者特定方法 
 
ONU 初期接続時に契約された加入者であることを特定するために認証手順が行われ，そ
の後に ONU と ID が関連付けられる[2-6]．典型的な認証手順を図 2.3 に示す．OLT は周期
的に識別情報が付与されていない状態の ONU に対して，自個体番号を通知する上りメッセ
ージの送信を許可する（図 2.3(a)）．OLT が ONU から ONU 個体番号を含む上りメッセー
ジを受信した後，OLT のデータベースに登録されている ONU の個体番号を照合して加入
者を特定し，接続されるべき加入者である場合に ONU に ID が付与される（図 2.3(b)）．
ONU は付与された ID により，自宛下りデータを識別する．ONU の障害監視およびサー
ビス提供に関わるプロビジョニングは加入者が特定された後，電話局に設置される OLT か
ら遠隔制御で行われる． 
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図 2.3 初期接続手順における加入者識別 
 
 
2.4. これまでに標準化された PON 
 
これまでに，伝送速度，フレームフォーマットの違いにより各種の PON が標準化されて
きた．本節では各種の PON の概要を述べる． 
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2.4.1. B-PON (Broadband Passive Optical Network)の伝送制御方式 
 
 通信の国際標準化機関である ITU-T で 1998 年に標準化されたのが B-PON (Broadband 
Passive Optical Network)[2-3]である．B-PON では PON 区間の伝送フレームフォーマッ
トとして 53 バイトの ATM セル[2-7]を用いる(図 2.4)．すなわち音声，イーサネットフレー
ムなどのユーザデータを ATM セルにカプセリングして伝送する．送信許可情報（グラント）
などの制御情報は図 2.4 における PLOAM (Physical Layer OAM)セルに含まれている．伝
送速度は 155Mbps，622Mbps のオプションがあり，これらの速度の組み合わせで運用する．
当初はビジネス向けに上り下りともに 155Mbps のシステムが普及したが，FTTH 向けには
下り 622Mbps，上り 155Mbps の非対称システムが日本で 2002 年頃から広く普及し，2005
年頃からは北米でも普及した． 
 
図 2.4 B-PON の伝送方式概要 
 
 
2.4.2. EPON (Ethernet Passive Optical Network)の伝送制御方式 
 
 2004 年に IEEE で標準化された PON が EPON (Ethernet Passive Optical 
Network)[2-4]であり，PON 区間でイーサネットフレームを伝送する．伝送速度は上り下り
ともに 1.25Gbps であるが，ギガビットイーサネットの伝送方式を流用し，8B10B コーデ
ィング[2-4]を使用して伝送路符号化を行っているため，ユーザデータとしては上り下り
1Gbps である．図 2.5 に示すように，送信許可情報は下り信号中の GATE メッセージに，
ONU からの送信時間要求を REPORT メッセージと呼ばれる制御メッセージに含まれてい
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る．EPON は国内では GE-PON とも呼ばれている．この理由は 1Gbps の PON が IEEE
で標準化される以前に 100Mbps クラスのベンダー独自仕様の PON[2-8]が日本で普及して
おり，これらが EPON と呼ばれており，区別が必要だったためである．VoIP，IP ビデオ
など，全てのサービスが IP ベースで提供される技術動向を背景に 2005 年頃から日本で普
及し[2-9]-[2-11]，現在，日本の FTTH の過半数は EPON で提供されている．日本で普及後，
韓国，中国でも相次いで導入された． 
 
図 2.5 EPON の伝送方式概要 
 
 
2.4.3. G-PON (Gigabit – Passive Optical Network)の伝送制御方式 
 
 ITU-T で B-PON の次の世代の PON として 2004 年に標準化された PON が G-PON 
(Gigabit – Passive Optical Network)[2-5]であり，図 2.6 に示すように PON 区間で GEM 
(G-PON Encapsulation Method)フレームを伝送する．B-PON では ATM セルにマルチメ
ディアデータをカプセリングしたのと同様に，可変長の GEM フレームにマルチメディアデ
ータをカプセリングする．送信許可情報（グラント）などの制御情報は図 2.6 におけるヘッ
ダ領域に含まれている．伝送速度は下り 2.488Gbps，上り 1.244Gbps であり，これは ITU-T
で標準化されたデジタル伝送網の規格 SDH (Synchronous Digital Hierarchy)の速度系列
に沿うものである．2007 年頃から米国で導入開始され，その後中国など世界各国で導入が
進んでいる． 
 
 
図 2.6 G-PON の伝送方式概要 
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2.4.4. 10Gbps クラスの PON 
 
 現在，EPON と G-PON が世界に普及するとともに，次世代の PON として 10Gbps クラ
スの PON も標準化された．2009 年に IEEE にて 10G-EPON[2-12]が標準化された．伝送
速度はイーサネットの速度系列に従うものであり，下り 10.3125Gbps，上りは 1.25Gbps
と 10.3125Gbps の２つのオプションがある．10 ギガイーサネットの伝送技術を流用してお
り，64B66B コーディング[2-12]を使用して伝送路符号化を行っているため，ユーザデータ
としては 10Gbps である．また，10Gbps 伝送においては誤り訂正（FEC: Forward Error 
Correction）が必須となり，RS（255,223）を使用しているため実効的には 8.7Gbps が，
ユーザが使用できる伝送帯域である．一方， ITU-T でも 2010 年に XG-PON 
(10-Gigabit-capable passive optical network )[2-13]が標準化された．伝送速度は SDH の
速度系列に従う，下り 9.96Gbps，上り 2.488Gbps である．10G-EPON 同様に下り 10Gbps
伝送においては，誤り訂正が必須であり 10G-EPON と同様の誤り訂正能力である RS(248, 
216)を使用しているため実効的な伝送速度は 8.7Gbps である．先に標準化が完了した
10G-EPON の物理層の仕様を流用しており，波長配置，送信出力，受光感度などは
10G-EPON と同様である[2-14]． 
 
 
2.4.5. 各種 PON の統合管理方法 
 
 PON の標準化団体として前述のように ITU-T と IEEE があり，互換性のない PON が標
準化されてきた．標準化の範囲は ITU-T と IEEE では異なり，IEEE では物理層と MAC
層のみに限定しているのに対し，ITU-T では ONU の遠隔監視制御機能までが規格に含め
られている（図 2.7）．ITU-T では B-PON，G-PON，XG-PON と速度，伝送フレームフォ
ーマットは異なるが ONU 監視制御機能についてはいずれも OMCI (ONU Management 
Control Interface)[2-15]を踏襲している．2011 年に G-PON，XG-PON における GEM で
転送される論理的なパスを EPON，10G-EPON におけるレイヤ 2 のフローと読み替えるこ
とにより，OMCI で統合的に管理できるよう拡張が行われた．また，IEEE においても
P1904.1 SIEPON (Service Interoperability in Ethernet Passive Optical Networks)にて
ONU 遠隔監視制御，ONU 省電力制御，冗長切替などの上位機能の標準化が 2010 年より
開始されている． 
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図 2.7 ITU-T と IEEE の規格の構成 
 
 
2.5. まとめ 
 
本章では，PON の伝送方式の概要を述べ，これまでに標準化されてきた各種 PON を紹
介した．各種 PON で物理層，MAC 層の仕様は異なるが，割当帯域の有効利用，消費電力
の低減，信頼性確保は共通の技術課題であり，これらについて 3 章以降で解決方法を提案
する． 
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3. パッシブオプティカルネットワークにおける動的帯域
割当制御 
 
3.1. まえがき 
 
2 章で述べた通り，OLT は接続されている配下の ONU に対してグラントを発行すること
で ONU の上り送信の時刻と送信時間を指定する．OLT が各 ONU に対して単位時間当た
りに割当てる送信時間を各 ONU に対する上り割当帯域と定義する．単位時間当たりの割当
グラント量を一定とする割当方式を固定帯域割当，時間的に変化させる割当方式を動的帯
域割当(DBA: Dynamic Bandwidth Assignment / Dynamic Bandwidth Allocation)[3-1]と
呼ぶ． 
 
 
図 3.1 PON の帯域割当制御 
 
固定帯域割当はトラヒックが固定レートであり,OLT は ONU に対して一定の間隔でグラ
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ントが割り当てられるためデータ送信の遅延ゆらぎが少なく，固定ビットレートの回線エ
ミュレーションサービスに適する．一方，インターネットアクセスのようなデータ通信で
はトラヒックがバースト的であるため動的帯域割当が適する．固定帯域割当では，PON の
伝送速度が，例えば，1Gbps，32 分岐の場合，ONU 当たりの帯域は 30Mbps 程度にとど
まるが,動的帯域割当では同時に送信する ONU がない場合には ONU 当たり 1Gbps までの
帯域を割り当てることができる. 近年の通信トラヒックはインターネットトラヒックが支
配的であり，動的帯域割当を適用することで PON の伝送帯域を有効活用できるといえる．
本章では以降，動的帯域割当制御手法について述べる． 
PON の上りの帯域は OLT が制御するが，上りデータの発生源であるユーザ端末が接続さ
れる UNI におけるトラヒック状況を知り得るのは ONU のみである．遠隔地にある ONU
のトラヒック状況を OLT が直接知ることはできないため，刻々と変化する ONU のトラヒ
ック状況に見合う割当帯域を予測するための各種手法が検討された[3-2]-[3-7]． 
以下は動的帯域割当に関する要求条件である[3-8]． 
(1) 多数の加入者で帯域を共用するため，帯域利用効率が高いこと． 
(2) 通信品質を劣化させないため，ONU の上りバッファに滞留する時間が短いこと． 
(3) 公衆網に適用するので，加入者間で公平に帯域を割り当てること． 
動的帯域割当は上記を最適化して，OLT が ONU に帯域を割当てる制御方式である．本
章では，3.2 節にて動的帯域割当制御の概要を説明し，3.3 節では動的帯域割当制御に関す
る帯域予測手法を述べ，3.4 節では将来のより広帯域の PON における帯域予測に用いるバ
ッファ量通知方式について提案する．3.5 節では帯域予測手法がインターネットプロトコル
に与える影響を検証し帯域予測手法の適用方法について提案する． 
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3.2. 動的帯域割当制御の概要 
 
3.2.1. 動的帯域割当制御の実現方法 
 
動的帯域割当制御は，前節で述べたように加入者宅にある ONU の必要帯域に見合う帯域
を OLT が割り当てるため，以下の処理を必要とする[3-4]． 
Process-1 要求帯域予測 
Process-2 帯域配分 
Process-3 グラント配置 
Process-1の要求帯域予測は遠隔地にあるONUの必要とする帯域をOLTが予測すること
を意味する．動的帯域割当は ONU のトラヒック状況に見合う帯域を OLT が割当てるため，
ONU のトラヒック状況を OLT が把握する必要がある．OLT が ONU のトラヒック状況を
収集する手段は以下 2 通りがある[3-9]-[3-11]． 
(a) SR-DBA (Status Reporting-DBA) 
OLT が ONU からのレポートメッセージにより上りバッファのキュー長を収集し，
キュー長に応じたグラントを割り当てる（図 3.2）． 
(b) NSR-DBA (Non-Status Reporting-DBA) 
OLT が ONU から受信するトラヒックに応じてグラントを割り当てる(図 3.3）． 
 
SR-DBA では上りバッファのキュー長を通知するために ONU と OLT 間のメッセージイ
ンタフェース[3-9]-[3-11]が規定されているが，NSR-DBA では OLT でのモニタ機能のみを
必要とするためインタフェース規定は不要である． 
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図 3.2 SR-DBA 
 
 
 
図 3.3 NSR-DBA 
 
Process-2 の帯域配分では，加入者との契約内容に応じて公平な割当帯域を算出する．例
えば，固定割当分の帯域を契約している加入者に対しては，Process-1 で予測された帯域が
小さくても契約帯域を割当る必要がある．一方，割当帯域の最大量に制限をつけている加
入者に対しては Process-1 で予測された帯域が大きくても最大帯域の制限の範囲で割当て
ることになる． 
Process-3のグラント配置では，Process-2までで算出された各ONUへの割当帯域をPON
でのグラント情報に変換する．ATM セルのような固定長フレームを多重する場合には遅延
揺らぎを考慮すると帯域更新周期内で等間隔に配置するのが効果的であるが，イーサネッ
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トフレームのような可変長フレームを多重する場合には PON オーバーヘッド[3-12]に消費
される帯域を考慮すると，ONU 単位にまとまったグラントを配置する方が効果的である． 
 
 
3.2.2. 帯域割当制御に起因する遅延 
 
遅延時間の保証と公平性を保証するためには，一定の周期で割当帯域を再計算する必要が
ある．動的帯域割当では以下の処理を周期的に行っている． 
(1) 時刻 t1：OLT はグラントを発行する． 
(2) 時刻 t2～t3：ONU の上り信号を受信し，この時に上りトラヒック量を監視するか
(NSR 方式)あるいは，バッファ量通知を収集する（SR 方式）． 
(3) 時刻 t3～t4：次の周期の割当帯域を計算する． 
PON でカバーする距離は 20km であり，OLT と ONU 間の片方向の伝播遅延が
100µs[3-13]あり無視できない．さらに，動的帯域割当計算にも時間が必要である．上記手
順を図 3.4 のように順次処理する場合，OLT と ONU のラウンドトリップタイムである時刻
t1～t2，動的帯域割当計算時間である時刻 t3～t4 の時間帯は，上り信号が無信号区間とな
り上り帯域を浪費してしまう． 
 
 
図 3.4 動的帯域割当処理手順（順次処理） 
 
そこで図 3.5 のように，周期的な帯域割当処理をオーバーラップさせパイプライン処理す
る．これにより上り信号の無信号区間を削減でき，帯域利用効率が向上する．この場合，
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第 n 周期で収集された情報が帯域割当に反映されるのは 1 周期先の第 n+2 周期である．こ
のように帯域更新周期 1 周期分の遅延があることが PON の動的帯域割当の特徴である． 
 
 
図 3.5 動的帯域割当処理手順（パイプライン処理） 
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3.3. 動的帯域割当における帯域予測手法 
 
3.3.1. 動的帯域割当における帯域予測の位置付け 
 
 前節にて動的帯域割当制御には帯域予測，帯域配分，グラント配置の 3 つの段階がある
ことを述べた．このうち帯域配分，グラント配置については最適解が通信事業者のエンド
ユーザに対するサービス提供方針に依存するが，帯域予測については全ての PON システム
共通の技術である．前節にて帯域予測方法には SR 方式と NSR 方式の 2 通りがあることを
述べたが，本節では，各種帯域予測手法の効果について考察する． 
 
 
3.3.2. SR 方式による帯域予測 
 
SR 方式では，帯域不足分は定量的に判定可能である．これは，上りバッファの蓄積バッ
ファ量が入力信号速度と出力信号速度の差を示すからである．  
図 3.6 <Example-1>は，通知されたバッファ量をそのまま要求帯域と判定する，SR-DBA
の典型的なアルゴリズム例である．図 3.7 (a)に表 3.1 の入力信号条件におけるグラント割
当量，出力トラヒック，バッファ蓄積量の計算結果を示す．この例では，割当帯域が入力
信号速度に追従せずに振動し，また，データ入力が終了した後も 2 周期分にわたってグラ
ント割当てが行われている．これは，バッファ通知メッセージ送信から帯域割当までに時
間差があるため，割当帯域が小さい期間に蓄積されたバッファ量をそのまま要求帯域と判
定すると，入力信号速度以上の帯域が割当てられてしまうからである．さらに，入力信号
速度以上の帯域割当によってバッファ蓄積量が減少すると，それに追従して要求帯域予測
値も減少する．その結果，再びバッファ蓄積量の増加を引き起こす．従って，ONU から通
知されたバッファ量を必要帯域そのものと判定すると，割当帯域が入力レートに追従する
ことなく振動してしまう．この結果，帯域の無駄が生じてしまう． 
このような割当帯域の不要な振動を避けるためには，割当済みグラント量の履歴を利用
し，通知されたバッファ量から割当済みグラント量を差し引く図 3.6<Example-2>のような
アルゴリズムが有効である[5]．図 3.7 (b)に図 3.6<Example-2>による計算結果を示すが，
割当帯域の不要な振動が抑制され，入力帯域に追従するグラント割当が行われる． 
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# Gmax：assignable grants 
# buff(n)：reported buffer at cycle #n 
# req(n)：predicted bandwidth at cycle #n 
# g(n)：assigned grants at cycle #n 
 
< Example-1 > 
1 req(n+2) = buff(n) 
2 g(n+2) = MIN{Gmax, req(n+2)} 
 
< Example-2 > 
1 req(n+2) = buff(n)-g(n+1) 
2 g(n+2) = MIN{Gmax, req(n+2)} 
図 3.6 SR-DBA アルゴリズム例 
 
表 3.1 入力信号条件 
項目 内容 
最大割当グラント量(Gmax) 1.0×104ユニット／帯域更新周期 
入力信号 最大割当グラント量の 50%レートで 20 周期継続 
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図 3.7 SR-DBA の検証結果 
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3.3.3. NSR 方式による帯域予測 
 
NSR 方式では，最初にグラントを割当てその利用率から必要帯域を判定するため，前回
割当帯域の過剰分については定量的に判定できるが，帯域不足分については定量的に判定
することはできない． 
前回割当グラント量と実使用グラント量が等しい場合，すなわち帯域不足と判定できる
ときには，上りバッファへのデータ蓄積を避けるため，一時的に帯域を過剰に供給する必
要がある．過剰割当の度合いはチューニングパラメータとなる．図 3.8 において，時刻 t2
で帯域使用率が 100%に達したとする．ここで，(a)のように次周期の要求帯域を大きく見積
もると，実際の入力レートが低かったときに必要な帯域を超えてしまい帯域の無駄となる．
(b)のように小さく見積もると，実際の入力レートが高かったときにバッファへデータが滞
留し遅延が大きくなってしまい，上位プロトコルが TCP/IP のような場合にはスループット
が上がらなくなってしまう[3-3]． 
 
 
図 3.8 NSR 方式による帯域予測 
 
一方，前回割当グラント量と実使用グラント量間で差がある場合，すなわち帯域過剰と判
定できる場合には必要帯域を推定可能である．ONU が流入するユーザトラヒックに対して
上り割当帯域が不足している状態（輻輳状態）であるかユーザトラヒックと上り割当帯域
が釣り合う状態（定常状態）であるかを区別するためは，次回の割当グラント量は実際に
使用されたグラント量に係数を掛けるなど，適度に大きい値にする必要がある[3-4]．この
度合いはチューニングパラメータとなる． 
図 3.9 に NSR 方式のアルゴリズムの典型例を示す．輻輳時の過剰割当グラント量 N と定
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常状態での係数 A がチューニングパラメータである．トラヒックのある ONU が PON で 1
台のみのときには 1 台の ONU に全グラントを割当てられるように，N を１帯域更新周期
の総グラント量(Gmax) とし，A=1.1 とし，表 3.1 の入力信号条件の下で，グラント割当量，
出力トラヒック，バッファ蓄積量を計算した結果を図 3.10 に示す． 
バーストデータ入力開始直度には割当帯域と入力信号速度の差によりバッファ蓄積数が
上昇するが，ここで一時的に要求帯域予測値を過剰割当グラント量とすることにより，迅
速にバッファ蓄積量が低下する．その後，定常状態に達すると一定の帯域使用率を保って
帯域を割当てる． 
NSR 方式では，帯域利用効率とスループットのバランスが取れる適当な値にチューニン
グパラメータを選択する必要がある． 
 
# Gmax：assignable grants 
# rcv(n)：monitored traffic at cycle #n 
# req(n)：predicted bandwidth at cycle #n 
# N：excessive grants  
# A：weight 
# g(n)：assigned grants at cycle #n 
 
1 rcv(n)/ g(n) ≧ 1 
2    req(n+2) = N 
3 rcv(n)/ g(n) < 1 
4    req(n+2) = A×rcv(n) 
5 g(n+2) = MIN{Gmax, req(n+2)} 
図 3.9 NSR-DBA アルゴリズム例 
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図 3.10 NSR-DBA の検証結果 
 
3.3.4. SR 方式と NSR 方式の併用による帯域予測 
 
SR 方式のみでは上りバッファへ蓄積した後帯域を割当てるため，遅延が発生することが
避けられない．一方，NSR 方式のみでは上りデータがバッファに蓄積するのを待つ必要が
ないため遅延時間は短い，常に必要帯域よりも常に大きい帯域を割当てる必要があるため，
帯域利用効率に限界がある．SR 方式と NSR 方式を併用すると，それぞれの弱点を補うこ
とができ高い効果を得られる．上りトラヒック量のモニタのみでは帯域不足分が判定不可
能であるがこれをバッファ量通知で補う．バッファ量通知のみでは，入出力信号速度が釣
り合い，蓄積バッファ量が少なくなったときの必要帯域を判定不可能であるがこれを上り
トラヒック量のモニタにより判定する．すなわち，トラヒック量モニタとバッファ量通知
の和をとれば必要帯域を予測することが可能である． 
図 3.11 はトラヒック量モニタとバッファ量通知の和を要求帯域予測値とする NSR 方式
と SR 方式の併用アルゴリズム例である[3-4][3-6]． 図 3.12 に表 3.1 の入力信号条件におけ
る，図 3.11 のアルゴリズムでのグラント割当量，出力トラヒック，バッファ蓄積量の計算
結果を示す．バーストデータ入力開始直後には割当帯域と入力信号速度の差によりバッフ
ァ蓄積数が上昇するが，ここで蓄積バッファ量が要求帯域予測値となることにより，過剰
に帯域が供給され，迅速にバッファ蓄積量が低下する．その後，バッファ蓄積量が少なく
なった後は，上りトラヒック量のモニタによる要求帯域予測が支配的になり，入力信号速
度に等しい帯域を割当てる． NSR 方式と SR 方式の両方の併用により，低遅延と高い帯域
利用効率の両立を達成可能であることがわかる． 
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# Gmax：assignable grants 
# rcv(n)：monitored traffic at cycle #n 
# buff(n)：reported buffer at cycle #n 
# req(n)：predicted bandwidth at cycle #n 
# g(n)：assigned grants at cycle #n 
 
1 req[n+2] = rcv(n) + buff(n) 
2 g(n+2) = MIN{Gmax, req(n+2)} 
図 3.11 SR と NSR の併用アルゴリズム例 
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図 3.12 SR 方式と NSR 方式の併用アルゴリズムの検証 
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3.4. 動的帯域割当におけるバッファ量通知方式の拡張 
 
3.4.1. バッファ量通知情報の圧縮 
 
3.3 節までに帯域予測の手法について述べたが，本節では将来のより広帯域の PON にお
ける帯域予測に用いるバッファ量通知方式の拡張について述べる．変動するユーザトラヒ
ックに迅速に反応するためには，OLT はバッファ量通知メッセージ収集の頻度を高くする
必要がある．一方，バッファ量通知メッセージ収集の頻度を高くすると，バッファ量通知
メッセージ自体に消費される帯域が大きくなってしまう[3-14]．これを解決するため，バッ
ファ量を実数で通知せず，情報圧縮してより少ないデータ量に変換する方法が取られてい
る．圧縮方法は以下 2 通りの方法がある． 
圧縮方法-1 粒度を大きくする[3-9]-[3-11] 
圧縮方法-2 非線形コーディングを用いる[3-9][3-10] 
後者の非線形コーディングについて，B-PON，G-PON では表 3.2 に示すコーディングが
デフォルトとして使用されている．14 ビットまでの数値を 8 ビットに圧縮するコーディン
グであり，図 3.13 にプロットするように大きい値になるほど粒度が大きく，さらに通知バ
ッファ量は常に実バッファ量より大きいという特性を持つ． 
 
表 3.2  B-PON/G-PON のバッファ量通知非線形コーディング 
キュー長 バイナリ表記 Code Decode 
0-127 00000000abcdefg 0abcdefg 00000000abcdefg 
128-255 00000001abcdefx 10abcdef 00000001abcdef1 
256-511 0000001abcdexxx 110abcde 0000001abcde111 
512-1023 000001abcdxxxxx 1110abcd 000001abcd11111 
1024-2047 00001abcxxxxxxx 11110abc 00001abc1111111 
2048-4095 0001abxxxxxxxxx 111110ab 0001ab111111111 
4096-8191 001axxxxxxxxxxx 1111110a 001a11111111111 
>8191 01xxxxxxxxxxxxx 11111110 011111111111111 
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図 3.13 実バッファ量と通知バッファ量 
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3.4.2. バッファ量通知情報と帯域予測における誤差 
 
バッファ量通知の粒度は，帯域予測における誤差に依存するため，帯域予測における誤差
について考察する．ONU がバッファ量を通知してから実際にグラントが割当てられるまで
にトラヒックは流入し続けるので，グラントが割当てられたときのバッファ量は通知され
たバッファ量よりも大きくなる[3-14]． 
 
 
time(t) 
Signal rate 
Waiting buffer 
t1 t2 t3 t4 
Va 
Vb 
Vc 
time(t) 
Buffer reporting 
Bandwidth update 
T 
Ba 
Bb 
Error margin 
Assigned bandwidth 
Upstream burst traffic 
 
図 3.14 キュー長予測における誤差 
 
図 3.14 において，帯域更新周期はＴで，ONU への割当帯域の初期値はVaであるとする． 
時刻 t1：信号レート Vb のバーストデータが ONU の上りに発生 
時刻 t2：t1 から t2 の間に蓄積されたバッファ量 Ba を ONU が OLT に通知 
時刻 t3～t4：OLT が時刻 t2 で ONU から通知されたバッファ量に見合う帯域を割当
てる 
ONU の上りバッファには，入力信号速度 Vb と出力信号速度すなわち割当帯域 Va の差に
相当する速度で送信待ちデータが増加する．バーストデータ入力が Vb の速度のまま時刻 t4
まで保持された場合，時刻 t4 での蓄積バッファ量は Bb となる．また，バーストデータ入
力が時刻 t2 で停止すると，バッファ蓄積量は t2 での通知バッファ量 Ba のままである．割
当帯域の初期値が 0，UNI 上りの信号速度が最大値 VUmax のときに帯域予測誤差は最大
値となる．従って，帯域予測誤差すなわち通知バッファ量とグラント割当時点の実バッフ
ァ量の差を Diff とすると以下の関係にある． 
maxVUT2Diff0 •≤≤                    (3.1) 
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式(3.1)より通知バッファ量と実バッファ量の差は UNI 上り信号速度に比例するので，通
知バッファ量が大きいときには誤差も大きい．従って，バッファ量通知の粒度は大きくて
も良く，かつ，実バッファ量より大きい値を通知する方が，割当時点での実バッファ量に
近い．一方，通知バッファ量が小さいときには，割当帯域と UNI 上り信号速度が均衡して
いることを意味するため，帯域の有効利用のために正確な値を通知する効果が高い．従っ
て，バッファ量通知の粒度が小さい方が望ましい． 
 
 
3.4.3. バッファ量通知における非線形コーディングの効果 
 
前述の通知バッファ量と実バッファ量の差を考慮すると，図 3.13 で表される非線形コー
ディングの特性は必要帯域予測に適している．表 3.2 におけるデコード値は実バッファ量に
対する変換関数 F{}で得られると定義する．図 3.11 の SR と NSR の併用アルゴリズムにお
いて，バッファ量通知に非線形コーディングを使用する場合，図 3.11 にバッファ量変換関
数 F{}を導入し図 3.15 となる．  
 
# Gmax：assignable grants 
# rcv(n)：monitored traffic at cycle #n 
# buff(n)：reported buffer at cycle #n 
# req(n)：predicted bandwidth at cycle #n 
# g(n)：assigned grants at cycle #n 
# F{}：transformer of the reported buffer 
 
1 req[n+2]= rcv(n)+F{buff(n)} 
2 g(n+2) = MIN{Gmax, req(n+2)} 
図 3.15 通知バッファ量変換アルゴリズム例 
 
図 3.15 のアルゴリズムにて表 3.2 のコーディングを適用したときの，表 3.1 の入力信号
条件における，グラント割当量，出力トラヒック，バッファ蓄積量の計算結果を図 3.16 に
示す． 
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図 3.16 非線形コーディングの適用 
 
ONU へのバーストデータ入力開始から OLT の帯域割当が追従するまでの期間は，ONU
のバッファに蓄積するデータ量は大きな値となる．この時には，図 3.13 にて実バッファ量
が大きい値をとるときの非線形コーディングの特性から，実際のバッファ量よりさらに大
きい数値を OLT は受信する．OLT は ONU の要求帯域を大きく見積もり，過剰に帯域を供
給するのでバッファに蓄積されたデータが迅速に送信される．次に，入力信号レートに割
当帯域が追従するようになると，ONU のバッファに蓄積するデータ量は小さい値となる．
この時には，図 3.13 にて実バッファ量が小さい値をとるときの非線形コーディングの特性
から，実際の蓄積バッファ量に近い値を OLT は受信する．この結果，OLT は過剰に帯域を
割当てることなく，入力信号レートと等しい帯域割当を継続する． 
非線形コーディングは通知メッセージ自体が消費する帯域を削減するだけではなく，バ
ーストデータ入力開始直後に実バッファ量よりも大きい値を通知することにより，帯域割
当遅延に起因する帯域不足を補う効果もあることがわかる． 
 
 
3.4.4. 広帯域化 PON に適用する非線形コーディング 
 
インターネットのトラヒックは一年で倍増する傾向にあり，将来は，PON もさらに広帯
域化が進むと予想できる．UNI の信号速度は現在 100Mbps が主流であるが，今後は 1Gbps
に対する需要も広がると考えられる． 1Gbps 以上の信号レートでは上位プロトコルの特性
を考慮すると動的帯域割当において数 100µs で帯域を更新する必要がある． 
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割当帯域が 0 の状態から入力信号速度に見合う帯域が割当てられるまでには 2 周期を必
要とする．図 3.17 に UNI の信号速度が 1Gbps を超えるときのバッファ蓄積量と帯域更新
周期の関係を示す．B-PON，G-PON において，表 3.2 に示すバッファ量通知の 1 ユニット
はデフォルト 48 バイトであるが[3-9][3-10]，実装方式に依存して別の値を使用することも
可能である．可変長フレームを伝送する場合には，バッファ蓄積量を 48 バイト単位にカウ
ントする必然性はなく，バイト数でカウントする方がよりシンプルである． 
ところで，PON は伝送距離が 20km であり，ラウンドトリップタイムは 200µs である．
従って，実際には帯域更新周期は 200µs 以上の値にする必要がある．これを考慮するとバ
ッファ蓄積量をバイト数で表現する場合，1.0×106バイト程度に達する可能性があり，メッ
セージ領域として 20 ビット程度必要となることがわかる．これは既存の規格ではカバーで
きない領域となる．バッファ量通知は入力信号レートと割当帯域の差を表すため，この値
がオーバーフローすると必要な帯域を割当てることができなくなる．従って，バッファ量
通知上限値の拡張が必要である． 
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図 3.17 バッファ蓄積量(UNI 信号速度 1Gbp s 以上) 
 
バッファ量通知上限値を拡張する場合，バッファ量通知メッセージ中のフィールドの拡張
か，あるいはコーディングの拡張が必要である．ところで，フィールドを拡張して大きな
値を正確に通知したとしても，前述の通知バッファ量と実バッファ量の誤差を考慮すると，
効果が薄いと考えられる．そこで，バッファ量通知コーディングの拡張によりバッファ量
通知上限値を拡張することを検討する． 
現在の非線形コーディングの持つ，通知バッファ量が実バッファ量より常に大きく，通
知バッファ量が大きい値になるほど粒度が大きいという特性は帯域割当遅延を補う帯域予
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測の効果があるのでこれを踏襲する．式(3.1)で示される誤差を考慮すると，粒度は現在の
非線形コーディングよりもさらに大きくても良いので，表 3.3 に示す 2 のべき乗を通知する
バッファ量通知拡張コーディングを提案する．図 3.18 に通知バッファ量と実バッファ量を
プロットするが，現在の非線形コーディングと同様に，大きい値になるほど粒度が大きく，
さらに通知バッファ量は常に実バッファ量より大きいという特性を持つ．またバッファ量
通知に 1 バイト分の領域を使用すれば，通知可能上限値は 2255 となり，バッファ量通知上
限値は事実上無制限である． 
 
表 3.3 バッファ量通知拡張コーディング 
 
キュー長 Code Decode 
0 0 0 
1-2 1 2 
2n≧QL>2(n-1) n (n≧2) 2n 
  
 
図 3.18 実バッファ量と通知バッファ量 
 
次に，拡張非線形コーディングの効果を検証する．入力信号条件は表 3.4 に示す値とした．
これは 1 ユニットを 1 バイトとした場合に，帯域更新周期 333µs で上りの信号速度が
2.4Gbps に相当する例である．図 3.15 のアルゴリズムにおけるグラント割当量，出力トラ
ヒック，バッファ蓄積量の計算結果を図 3.19 に示す． 
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(a)はバッファ量変換関数 F{}に表 3.2 の従来の非線形コーディングを適用したときの計算
結果である．(b)はバッファ量変換関数 F{}は表 3.2 の従来の非線形コーディングで，48 ユ
ニット分を 1 ブロックに量子化して通知したときの計算結果である．(c)はバッファ量変換
関数 F{}に表 3.3 の拡張コーディングを適用し，バッファ量通知の 1 ユニットは(a)同様とし
たときの計算結果である． 
(a)では，通知すべきバッファ量が通知領域不足のためオーバーフローし，その結果，OLT
は ONU の必要な帯域を予測できず，所望の帯域に達するまでの反応時間が長くなってしま
っている．(b)では，通知する 1 ユニットの粒度を大きくし通知する数値を圧縮したためバ
ッファ量通知領域はオーバーフローせず，OLT は ONU の必要とする帯域を予測でき所望
の帯域に迅速に追従している．本提案方式による(c)も(b)と同様の特性を示している． 
従来方式では，可変長フレームの伝送においても蓄積バッファ量を 48 バイトのブロック
で管理し，その後に非線形コーディングでフォーマット変換する必要があり，可変長フレ
ームの伝送には処理上でのオーバーヘッドが大きい．これに対し，本提案方式では，バッ
ファ管理はバイト数で良く，さらに通知フォーマットは単純なビットシフトのみで生成可
能であり，かつ，帯域割当における効果は従来方式と同等である．さらに，本提案方式で
は通知上限値はほぼ無限に近く更なる広帯域化にも対応可能である．従って，本提案方式
は PON における可変長フレームの伝送において，将来にわたる広帯域化にも対応可能であ
ると言える．  
 
表 3.4 入力信号条件 
項目 内容 
最大割当グラント量(Gmax) 1.0×105ユニット／帯域更新周期 
入力信号 最大割当グラント量 50%のレートで 20 周期継続 
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図 3.19 拡張コーディングの検証 
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3.5. 動的帯域割当における帯域予測手法のアプリケーションに与
える影響 
 
3.5.1. アプリケーションにおけるデータスループット 
 
本節では，動的帯域制御における帯域予測手法の違いがアプリケーションに与える影響
を検証する．インターネットアクセスなどのアプリケーションではデータ通信プロトコル
として TCP/IP が広く用いられている．OSI 参照モデルにおけるレイヤ４のプロトコルであ
る TCP ではデータ送信後，応答確認(ACK)を対向局から受信してから次のデータを送信す
る．これにより，上位レイヤに対して確実なデータの送信を保障する．ただし，１つのパ
ケット送信に対して１つの ACK 到着を待つと，伝送遅延が大きい場合にスループットの低
下が著しい．このため，通常，図 3.20 に示すようにウインドウサイズとして定義されるデ
ータ分の送信までは ACK 未受信であっても連続して送信しスループットを高めている
[3-15]． 
 
Client Server
Tx Data #1
ACKACK
TCP Window Size Tx Data #2
Tx Data #3
Tx Data #4
Tx Data #5
Tx Data #6
 
図 3.20 TCP によるデータ転送 
 
TCP のスループット(T)は，ウインドウサイズ(WS)と ACK 受信までのラウンドトリップ
タイム（RTT）で決定され，式(3.2)で表される． 
RTT
WST =     (3.2) 
光信号が 1km の光ファイバを伝播するのに要する時間は 5µs である．PON は伝送距離が
20km であり，光加入者線の RTT は 200µs となる[3-13]． 現在の PC におけるウインドウ
サイズは一般的には 64K バイトであり，図 3.21 に示すように，RTT が 200µs での TCP ス
ループットは約 2.5Gbps である．ところで，これは単純に光加入者線を往復する時間のみ
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から算出される値であり，実際には，光ファイバを伝播する時間に 3.2 節で述べた PON の
帯域割当制御に依存する遅延が RTT に加わる．このような制御遅延は帯域割当方式により
異なるため，要求される TCP スループットの達成に適する帯域割当方式の適用が重要であ
る． 
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図 3.21 RTT と TCP スループット 
 
3.5.2. PON におけるデータ転送のモデル化 
 
TCP/IP におけるスループットをネットワークシミュレータで検証するため，PON にお
ける上り方向のデータ転送をモデル化する．ネットワーク構成は図 3.22 に示す構成とし，
複数の端末とサーバ間で TCP による通信を行う．実運用においては，OLT の NNI とサー
バ間には各種イーサネットスイッチ等の機器が存在し，そこでもデータのキューイングに
よる遅延が発生する可能性があるが，機器構成は運用形態に依存し様々な構成となるため，
ここでは，PON 区間の制御に焦点を当てて解析する．簡単のため，1 台の端末のみが上り
方向にデータを転送するときの動作を，SR-DBA を用いた場合を図 3.23 に，NSR-DBA を
用いた場合を図 3.24 に示す． 
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図 3.22 ネットワーク構成 
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図 3.23 SR-DBA によるデータ転送 
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図 3.24 NSR-DBA によるデータ転送 
 
ONU の必要帯域の正確な把握という面では，予測に基づく帯域割当である NSR-DBA よ
りも，OLT と ONU 間でメッセージを使用する SR-DBA の方が有利である．上りデータ発
生後に目標帯域への迅速な到達という面では，図 3.23 と図 3.24 に比較するようにレポート
メッセージ収集の時間が不要である NSR-DBA の方が有利である．データ転送に TCP を使
用する場合は，RTT が短い方がスループットを高めることができるため，帯域利用効率の
面で有利な SR-DBA と反応性が良い NSR-DBA の比較をする必要がある．ここで，PON
での TCP スループットを，ネットワークシミュレータ NS2[3-16]を用いて解析する．PON
区間については，PON の MAC プロトコルをモデル化する必要があるが，現在，ギガビッ
トクラスのPONとして広く普及しているEPONのMACプロトコル[3-2][3-11]をモデル化
した．EPON はイーサネットフレームを PON 区間で透過転送するためプロトコルオーバー
ヘッドが少なく，イーサネットのアプリケーションに適した方式である． 
EPON ではイーサネットフレームを PON 区間で透過転送するため，グラント長とフレー
ムの区切りが一致しない場合には，割当られたグラントを使用し切れず帯域のロスが発生
する(図 3.25)[3-17]．従って，帯域使用効率を高く保つためには，フレームの区切れとグラ
ント長を合わせるような帯域割当方式が適している．OLT は遠隔にある ONU の送信バッ
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ファのフレームの区切れを直接知ることはできないが，ONU がレポートメッセージにより
フレームの区切れを通知し，OLT は通知された値に等しいグラント長を割当てることで帯
域利用効率を高く保つことが可能である．シミュレーションモデルにおいて，SR-DBA で
はレポートメッセージにて ONU の上りバッファに蓄積されたデータの最後尾から一番近
いフレームの区切れを通知することを前提とした[3-7]． 
 
OLT
ONU#1
ONU#2
N+1 bytes
M+1 bytes
N bytes M bytes
N bytes 
granted
M byte 
granted
Unused grant
Grant
Transmit in the next granted time
Cycle #k
Transmit in the next granted time
 
図 3.25  EPON における上り信号送信 
 
OLT における ONU への帯域配分については，各種アルゴリズム[3-2]-[3-7]が検討されて
いるが，ここでは主として SR-DBA と NSR-DBA の効果を比較するため，式(3.3)に示すシ
ンプルな計算式により ONU の必要帯域を判定した． 
req[i][k+2 ] = n * quelen[i][k] + m * recv[i][k]           (3.3) 
式(3.3)にて，req[i][k]は第 k 周期にて ONU#i が必要とするグラント量，quelen[i][k]は
ONU#i から通知されるキュー長，recv[i][k]は ONU#i から受信するデータ量，n，m は係
数である．レポート受信時点あるいは，ONU からのトラヒック受信時点とグラント割当ま
での間に時間差があり，グラント割当時点では帯域をより必要とするため，係数 n，m の
値を大きくするほど目標帯域への到達時間が早いが，帯域利用効率とトレードオフする 
[3-4]．  
シミュレーションに使用した帯域割当アルゴリズムを図 3.26 に示すが，以下を基本方針
とした． 
Step1 全 ONU に REPORT メッセージ分のグラントと PON オーバーヘッド分のグ
ラントを固定的に割当 
Step2 式(3.2) より判定されたグラント量を動的割当分として Step1 の固定割当分に
追加 
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Step3 Step2 にて，総割当グラントが一周期当りの総グラント量以下の場合，余剰グ
ラントを全 ONU に均等に分配．総割当グラントが一周期当りの総グラント量
を超える場合，ONU[i]まで動的割当分を追加し，次周期にて ONU[i+1]から動
的割当分を追加 
 
# Parameter
# Gmax : Assignable grants per grant cycle
# Gdba : Dynamically assignable grant
# onuNum : Number of ONUs
# fix : Fixed grant (eg. Grant for REPORT message, PON overhead)
# lastONU : Finely grant assigned ONU#  in a previous grant cycle
# req[i] : Required grant of ONU#i
# quelen[i] : Reported queue length from ONU#i
# recv[i] : Monitored traffic from ONU#i
# n : Configuration parameter for queue length report
# m : Configuration parameter for monitored traffic
# glen[i] : Assigned grant length to ONU#i
# Proccess in every cycle
Gdba = Gmax – onuNum * fix;
j = lastONU + 1;
for (i=0, i< onuNum, i=i+1) {
req[j]= n * quelen[j] + m * recv[j];
if (Gdba >= req[j]) {
Gdba = Gdba – req[j];
} else {
req[j] = Gdba;
lastONU = j;
break;
}
j = j + 1;
if(j >= onuNum) {
j=0;
}
}
for (i=0, i< onuNum, i=i+1) {
glen[i] = fix + req[i] + Gdba / onuNum;
}
 
図 3.26  シミュレーションに使用した帯域割当アルゴリズム 
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3.5.3. 1Gbps クラス PON における TCP スループットの検証 
 
表 3.5 の Case1 に示すシミュレーション条件にて，グラント周期と同時送信端末数を変
化させたときの平均遅延時間を図 3.27 に，平均スループットを図 3.28 に，総スループット
を図 3.29 に示す．SR-DBA と NSR-DBA の効果を比較するため，n=1／m=0，すなわち，
キュー長レポートのみで受信トラヒック量を帯域割当に反映する SR-DBA と，n=1／m=1
すなわち，キュー長レポートに加えて受信トラヒック量を帯域割当に反映する SR-DBA と
NSR-DBA の併用についてシミュレーションを行い比較した．グラント周期は，20km の光
加入者線を光信号が往復するのに要する時間 0.2ms と帯域割当計算に要する時間の合計値
以上にする必要があるため，最低値を 0.25ms とする． 
図 3.27 から図 3.29 より，グラント周期が短いほど遅延時間が短く，平均スループットが
高くなる傾向にあることがわかる．ただし，帯域更新周期を 0.25ms とした場合には同時送
信端末数が少ないときにはパフォーマンスが良いが，同時送信端末数が多い場合には PON
オーバーヘッドに消費される帯域が相対的に大きく，総スループットは若干低下する．遅
延時間については図 3.27 に示すようにほぼ全領域にて同時送信端末数に比例して平均遅延
時間が大きくなっている．今回のシミュレーションに使用したアルゴリズムでは，PON 区
間の上り帯域に余裕がある場合には余剰グラントを全 ONU に均等に割当てるが，PON 区
間が輻輳状態，すなわち帯域を要求する全 ONU にはグラントを割当切れないときには次周
期以降にグラント割当てを持ち越す（図 3.25）．従って PON 区間が輻輳状態では，ONU1
台当たりの送信間隔が 1 グラント周期を超える値となり，平均遅延時間が大きくなる．図
3.29 に示すように，Case1 のシミュレーション条件では同時送信端末数が 3 以上では PON
区間が輻輳状態となり，それ以上の同時送信端末数になると，同時送信端末数に比例して
平均遅延時間が大きく，反比例して平均スループットが小さくなる． 
SR-DBA（n=1／m=0）と SR-DBA と NSR-DBA の併用（n=1／m=1）の比較について
は，同時送信端末数が多い場合，すなわち PON 区間が輻輳状態にある状態では，SR-DBA
のみ使用する方が遅延時間とスループットの両面で上回るが，同時送信端末数が少ない，
すなわちONU当たりの帯域に余裕がある場合は，SR-DBAとNSR-DBAの併用が高いTCP
スループットを得られる．同時送信端末数 3 以上で SR-DBA が高いパフォーマンスを示し
ており，概して SR-DBA の方が効果的であるといえる． 
以上の結果により，EPON においては帯域利用効率の良い SR-DBA の適用が，TCP スル
ープットの観点でも効果的である． 
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表 3.5 シミュレーション条件 
Item Symbol Case 1 Case 2 
Data rate on PON Vpon 1 Gbps 10 Gbps 
Data rate on UNI Vuni 1 Gbps 10 Gbps 
Data rate on NNI Vnni 1 Gbps 10 Gbps 
Distance between the OLT 
and the ONU 
- 20km 20km 
Number of ONUs - 32 32 
Length of PON overhead (*) - 1424ns 1424ns 
Grant Cycle T 0.25ms, 0.5ms, 1ms 
Data Size (**) - Random length (138 – 1518 Byte) 
TCP window size - 64K バイト 
TCP slow start algorithm - TCP Tahoe 
 (*) Ton, Toff and Tcdr are included[10] 
 (**) Length of MAC frame 
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図 3.27 平均遅延時間(Case1) 
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図 3.28 平均スループット(Case1) 
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図 3.29 総スループット(Case1) 
 
 
3.5.4. 10Gbps クラス PON における TCP スループットの検証 
 
近年，PC 等のユーザ端末に 1GbpsのLAN インタフェースを有するものが普及しており，
CPU パワーも高性能なものが低価格で提供されつつある．将来，10 ギガイーサが普及する
頃には，ユーザに 1Gbps を超える TCP スループットを実現可能なことが次世代の PON に
要求されると考えられる． 
ユーザインタフェースを高速化すると，PON 区間の信号速度の高速化も必要であり，現
在，次世代の PON として 10Gbps クラスの PON も標準化が完了している[3-18][3-19]．高
い TCP スループットを得るためには信号速度の高速化に加え，グラント周期を短くするこ
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とも必要である．しかしながら，PON 区間の信号速度を高速化しても光信号が光加入者線
を伝播する速度は変わらないため，グラント周期については 20km の光加入者線を往復に
要する 200µs 以上にする必要がある．従って，帯域割当制御に要する遅延時間の低減が重
要性を増し，NSR-DBA の併用が有効と考えられる． 
表 3.5 の Case2 に示すシミュレーション条件にて，グラント周期と同時送信端末数を変
化させたときの平均遅延時間を図 3.30 に，平均スループットを図 3.31 に，総スループット
を図 3.32 に示す．SR-DBA と NSR-DBA の効果を比較するため，n=1／m=0，すなわち，
キュー長レポートのみで受信トラヒック量を帯域割当に反映する SR-DBA と，n=1／m=1
すなわち，キュー長レポートに加えて受信トラヒック量を帯域割当に反映する SR-DBA と
NSR-DBA の併用について，シミュレーションを行い比較した． 
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図 3.30 平均遅延時間(Case2) 
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図 3.31 平均スループット(Case2) 
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図 3.32 総スループット(Case2) 
 
Case2 では Case1 に比べて PON 区間の伝送容量は 10 倍であるが伝送距離は変わらない
ため，RTT による TCP スループットの限界点が Case1 よりも顕著に現れる．同時送信端
末数が少なく PON 区間の上り帯域に余裕がある状態では余剰帯域割当が行われ，図 3.30
に示すように同時送信端末数が増えても平均遅延時間がほとんど増加しない区間が各シミ
ュレーション条件にて見られる． 
図 3.30 から図 3.32 より，グラント周期が短いほど遅延時間が短く，TCP スループット
が高くなるという傾向はCase1，すなわちPON区間が1Gbpsの場合と同様であるが，Case1
ではほぼ全領域にて SR-DBA による帯域割当が高いスループットを示すのに対し，Case2
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では SR-DBA と NSR-DBA の併用の方が高いパフォーマンスを示す領域が広くなる． 
同時送信端末数が少ない場合，すなわち，PON 区間の帯域に余裕がある場合においては，
SR-DBA のみによる帯域割当よりも，SR-DBA と NSR-DBA の併用による帯域割当の方が
高いパフォーマンスを示す．これは，SR-DBA のみを使用する場合，PON 区間の帯域に余
裕があるにもかかわらず，レポートメッセージ収集に要する時間が伝送遅延時間として加
算されることにより，TCP スループットが抑制されてしまうためである． 
例として，グラント更新周期 0.25ms，データ送信端末 1 台におけるキュー長(quelen)，
OLT 受信データ(recv)，割当グラント(glen)の時間的変化を，SR-DBA のみによる帯域割当
を使用した場合を図 3.33 に，SR-DBA と NSR-DBA の併用による帯域割当を使用した場合
を図 3.34 に示す．SR-DBA のみでは ONU の上りバッファのキュー長に応じてグラントが
配分される．このため，ONU の上りバッファにデータが蓄積した後帯域が割当られるため
RTT が大きく TCP スループットが抑制される．一方，NSR-DBA を併用する場合には，
ONU 上りバッファにデータの蓄積がない状態でも受信トラヒック量をモニタして帯域が
割当られる．その結果，RTT が小さく TCP のスループットが高められる． 
同時送信端末数が多い場合，すなわち PON 区間が輻輳状態にある場合には，帯域利用効
率の重要性が増し，SR-DBA の方が高いパフォーマンスを示す．この境界点はグラント周
期により異なり，グラント周期が短いほど少ない同時送信端末数にて SR-DBA の方が高い
パフォーマンスを示す．これは，グラント周期が短いほど遅延時間が短いため，端末 1 台
当たりのスループットが高くなり，より少ない同時送信端末数にて PON 区間が輻輳状態に
到達するためである． 
SR-DBA と NSR-DBA を併用する場合，同時送信端末数がある境界点を越えると図 3.30
に示すように急激に平均遅延時間が大きくなり，その結果，図 3.31 に示すように端末 1 台
当たりの平均スループットの急激な低下と，図 3.32 に示すように総スループットの急激な
低下が見られた．例として，図 3.32 における n=1/m=1(T=1.00ms)のケースでは，同時送
信端末数が 15 台から 16 台になるとき，および 23 台から 24 台になるときに遅延時間およ
びスループットが急激に変化した．SR-DBA と NSR-DBA を併用する場合，図 3.34 に示す
ように割当グラント量は実使用帯域より大きく，総スループットが PON 区間の上り伝送容
量に達する前に帯域不足となり，グラント割当が次周期に持ち越される ONU が生ずる．こ
のときに平均遅延時間が急激に増加し，平均スループットの急激な低下を引き起こし，同
時送信端末数が増加するにもかかわらず総スループットが減少する．一旦この状態に達し
た後は PON 区間の上り帯域に余裕があるため，同時送信端末数が増加しても遅延時間が増
加しない区間が生ずる．同時送信端末数がさらに増加し，総スループットが PON 上り伝送
容量に接近すると，再び同様の理由から平均遅延時間が急激に増加する．  
以上により，PON 区間を 10Gbps まで高速化すると，PON 区間の帯域に余裕がある状
況では SR-DBA と NSR-DBA の併用，PON 区間が輻輳状態にある状況では SR-DBA が有
効であるといえる． 
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図 3.33 SR-DBA を用いた場合のキュー長（quelen），受信データ量（recv），割当グラン
ト量（glen）の時間変化 
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図 3.34 SR-DBA と NSR-DBA を併用した場合のキュー長（quelen），受信データ量（recv），
割当グラント量（glen）の時間変化 
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3.6. まとめ 
 
本章では，まず PON における動的帯域割当制御の概要を述べ，動的帯域割当制御の基本
である帯域予測手法についてトラヒックをモニタする方式とバッファ量を通知する方式が
あることを紹介した．次に，将来の更なる広帯域 PON に向けて，バッファ量通知情報の圧
縮方式を提案し，帯域予測と情報圧縮の両方を実現できるバッファ量通知拡張コーディン
グ方式を提案した．さらに，トラヒックモニタ方式とバッファ量通知方式の制御遅延をモ
デル化し，インターネットトラヒックにおける影響を検証した．その結果，PON の伝送速
度が 1Gbps 領域では，制御遅延の影響は少ないため必要帯域を直接把握できるバッファ量
通知方式が有利であるが，PON の伝送速度が 10Gbps 領域になると，制御遅延の影響が大
きくなり同時送信 ONU の台数が少ない場合にはトラヒックモニタ方式との併用が有効で
あることを示した．すなわち，同時送信 ONU の台数に応じて帯域予測方式を切り替えるこ
とが，PON の伝送帯域の有効利用のために必要であることを示した． 
 
52 
 
 
参考文献 
 
[3-1] H. Mukai, S. Kozaki, K. Koguchi, T. Yokotani, H. Ichibangase ,“Evaluation of 
ATM-PON system using Dynamic Bandwidth Assignment” , OHAN/FSAN 2001, 
Yokohama, Japan, Apr.2001. 
[3-2] G. Kramer, B. Mukherjee, and G. Pesavento, “IPACT: A Dynamic Protocol for an 
Ethernet PON (EPON) ”, IEEE Commun. Mag., vol.40, no.2, pp.74-80, Feb. 2002. 
[3-3] M. Yoshino, S. Yoshihara and H. Ueda, “DBA Function for Broadband Paasive 
Optical Network Systems”, OHAN/FSAN 2001, Yokohama, Japan, Apr.2001. 
[3-4] M. Yoshino, S. Yoshihara and H. Ueda, “Proposed Algorithm for B-PON Dynamic 
Bnadwidth Assignment”, OHAN/FSAN 2002 
[3-5] M. Umayabashi, K. Takagi, M. Shibutani, S. Harada, H. Nakaishi, “Efficient 
Dynamic Bandwidth Assignment for ATM-PON Systems Using Virtual Queue 
Scheme” , OHAN/FSAN 2001, Yokohama, Japan, Apr.2001. 
[3-6] N. Shimada, T. Shinomiya, H. Yamashita ,“Dynamic Bandwidth Assignment for 
ATM-PON Systems”, OHAN/FSAN 2001, Yokohama, Japan, Apr.2001. 
[3-7] 吉原 修，太田憲行，三鬼準基，”GE-PON に適した動的帯域割当アルゴリズム”, 信
学技報，NS2002-17, April 2002. 
[3-8] H. Mukai, T. Yokotani, S. Seno, K. Motoshima, “Enhanced Queue Status 
Reporting Scheme on PON”, Journal of Optical Networking, pp.756-764, Jun.2007 
[3-9] ITU-T Recommendation G.983.4,” A broadband optical access system with 
increased service capability using dynamic bandwidth assignment”, 2001.  
[3-10] ITU-T Recommendation G.984.3,”Gigabit-capable Passive Optical Networks 
(G-PON): Transmission convergence layer specification”,2004. 
[3-11] IEEE Draft P802.3ah/D3.3 “Draft Amendment to Carrier Sense Multiple Access 
with Collision Detection (CSMA/CD) access method and physical layer 
specifications”, 2004. 
[3-12] 玉木規夫, 三鬼準基, 雲崎清美, 渡辺隆市，“TCM/TDMA パッシブダブルスター方
式における光伝送系の設計”，信学論 (B) Vol. J82-B No. 12 pp. 2266-2274 
Dec.1999. 
[3-13] ITU-T Recommendation G.983.1,“Broadband optical access systems based on 
Passive Optical Networks(PON)”,1998. 
53 
 
[3-14] 向井宏明，横谷哲也，安士哲次郎，”PON におけるバッファ量通知方式と帯域利用
効率に関する考察”, CS2004-94 (2004-11) 
[3-15] http://www.faqs.org/rfcs/rfc2001.html 
[3-16] http://www.isi.edu/nsnam/ns/ 
[3-17] 向井宏明，小崎成治，横谷哲也，下笠 清，”次世代 PON に帯域割当方式の検討”, 信
学技報，CS2007-23, Oct. 2007. 
[3-18] IEEE Std P802.3av, 2009 
[3-19] ITU-T Recommendation G.987.3, ”10-Gigabit-capable passive optical networks 
(XG-PON): Transmission convergence (TC) specifications”, 2010 
 
54 
 
 
4. パッシブオプティカルネットワークにおける省電力制御 
 
4.1. まえがき 
 
近年の世界各地での気候変動を背景に，電子機器の低消費電力化に対する機運が高まっ
ている．通信機器においては，電源としてバッテリーを使用する携帯通信端末に関しては，
従来から省電力化が課題であったが，有線通信機器においても，必要なとき以外は消費電
力を削減するよう制御することが検討され，IEEE ではイーサネット PHY を無通信時に省
電力化する EEE (Energy Efficient Ethernet)が IEEE802.3az にて標準化された．ITU-T
では気候変動に対応するため，2006 年から 2007 年にかけて，光アクセスシステムの省電
力制御の基本検討が行われ[4-1]，XG-PON[4-2]ではONU省電力制御機能が盛り込まれた．
3 章ではデータ送信を行う ONU に割当帯域を集中させることによる PON の伝送帯域を最
適化する手法について述べたが，本章ではデータ送信を行っていない ONU については省電
力状態とすることでシステム全体の消費電力を最適化する手法について述べる． 
 
 
4.2. 省電力制御に対する要求条件および標準化状況 
 
4.2.1. 省電力制御に対する要求条件 
 
PON システムは，局側装置を多数の加入者で共有するシステムであるため，システム全
体ではポイント・トゥ・ポイントのシステム[4-3]に比べて省電力化できる．従来の PON シ
ステムでは，PON を構成する装置である OLT，ONU は常時動作しているが，インターネ
ットのようなアプリケーションでは，ユーザが実際に通信路を使用する時間は限られてお
り，1 日の大半はデータを送受信していないにもかかわらず，電力を消費していることにな
る．そこで，ユーザトラヒックがない状況では，ONU を省電力状態にすることが ITU-T 
SG15 にて各国オペレータ，ベンダー間で検討され要求条件がまとめられた[4-1]．以下，内
容を紹介する． 
省電力制御の目的は以下の 2 点． 
① AC 電源のトラブルにより ONU がバッテリーで駆動している状態で，緊急性の高い
通信に備えたバッテリー寿命の延長． 
② 温室効果ガスの放出削減を目的とした，運用状態における省電力 
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省電力に関する制御の複雑さと効果の間でトレードオフがあることから，省電力モードは
表 4.1 に記載する４つのモードが定義されている． 
 
表 4.1 ITU-T で定義された省電力モード 
モード 内容 
Power 
Shedding 
ONU の光インタフェースはアクティブのままで，使用していない機能を
OLT からの設定によりパワーダウンさせる 
Dozing ONU の光送信器をパワータウンさせる． 
Cyclic Sleep(*) ONU の光送受信器を周期的にパワータウンさせる． 
Deep Sleep ONU の光送受信器をパワーダウンさせる． 
* 当初の名称は Fast Sleep 
 
表 4.2 にシステムに対する省電力機能の実装優先度を示す． 
表 4.2 省電力機能の実装優先度 
優先度 内容 
第 1 優先 省電力化を目標として装置を設計すること． 
第 2 優先 Power Shedding モードのサポート 
第 3 優先 Dozing モードのサポート． 
第 4 優先 
Cyclic Sleep，Deep Sleep のような，さらに省電力効果の高いモードのサ
ポート． 
 
 
4.2.2. XG-PON における ONU 省電力制御 
 
ITU-Tでは10GbpsクラスのPONとして，2010年に標準化したXG-PON においてONU
省電力制御機能が盛り込まれた． 
Power Shedding モードは OLT から監視制御インタフェース経由[4-7]での ONU のプロ
ビジョニングにより実現される．Doze モードと Cyclic Sleep モードをサポートするために
は OLT と ONU の間の同期のためリアルタイムの制御を必要である．このため，省電力制
御用の PLOAM (Physical Layer Operation Administration and Maintenance) メッセー
ジと FWI (Forced Wakeup Indication)ビットが定義された[4-2]．PLOAM メッセージも
FWI ビットも図 4.1 に示す XGTC フレームのヘッダ領域に含まれる．これらの信号を表 4.3
にまとめる．Deep Sleep モードについては，長時間省電力状態となることで，サービス品
質への影響が大きくなるため XG-PON には盛り込まれていない． 
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表 4.3 ONU 省電力制御に使用する信号 
信号 内容 
Sleep Allow 
下り PLOAM メッセージ．このメッセージのパラメータ領域に 
“Sleep allowed” または“Awake” を表示する 
FWI 
下りXGTCフレームのヘッダ領域に割り当てられたフラグであ
り，このフラグが有効時には ONU はスリープ状態を抜ける． 
Sleep Request 
上り PLOAM メッセージ．パラメータ領域に“Awake” または 
“Doze” または“Cyclic sleep”を表示する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 XG-PON のフレーム構造 
 
XG-PON の ONU 省電力制御において，以下の局面が考慮された． 
(a) ONU スリープモードの起動 
(b) ONU スリープモード中の障害監視 
(c) ONU スリープモードの終了 
以下，上記局面に対する動作を説明する． 
 
 
4.2.3. ONU スリープモードの起動 
 
PON システムは OLT がマスタ，ONU がスレーブのシステムである．ONU スリープ制
御についても，まず OLT が ONU に対して Sleep_Allow メッセージを送信しスリープモー
ドへの遷移を許可する．スリープを許可された ONU は，トラヒック状況に応じて，Dozing
か Cyclic Sleep かを選択し OLT に Sleep_Request メッセージを送信してスリープ入りを
要求する．Sleep_Request メッセージには ONU が選択するスリープモードに関する情報が
含まれる．また，OLT がスリープを許可しても，ユーザトラヒックがあるなど，ONU がス
リープモードに入れない状況である場合，ONU はスリープモードに入る必要はない． 
Header Payload
XGTC frame (125us)
Downstream
Upstream Payload
ONU#1 ONU#2 ONU#3
Payload
Header
Header Payload
Payload
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図 4.2 ONU スリープモードの起動 
 
 
4.2.4. ONU スリープモード中の伝送路障害監視 
 
従来の B-PON（2.4.1 節参照）および G-PON（2.4.3 節参照）では，OLT が発行するグ
ラントに対して ONU が上り信号を送信しない場合は，ファイバ断などの障害発生と OLT
は判定する．これは LOSi (Loss Of Signal)と定義されている[4-4] [4-5]．ONU スリープモ
ードが導入されたことにより，障害発生時でなくてもグラントに対して無応答になるため，
スリープモードに遷移したONUに対して，OLTは警報をマスクすることが必要となった．
一方で，警報をマスクすることは，障害検出自体を不可能としてしまうため，図 4.3 に示す
ような，スリープ中の ONU に対する障害検出方法が用いられる． 
t1: スリープモード用の監視タイマ(Teri)[4-2]をスタート 
t2: ONU は規定のスリープ時間が経過すると，一定期間起床状態（アウェア状態）とな
り，ここではグラントを受信したら上り信号を送信． 
t3: OLT では ONU から上り信号受信により正常性を確認し，スリープモード用の監視タ
イマをリスタート．OLT で上り信号を受信しない場合には，監視タイマ Teri が満了
するため，ここで障害発生を検出する． 
OLT
ONU
PON-
MAC
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User terminal Power down control
ONU OLT
Sleep_Request
（Doze or Cyclic Sleep）
Sleep_Allow
Sleep
Subscriber house Central office
Network
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図 4.3 ONU スリープモード中の障害監視 
 
 
4.2.5. ONU スリープモードの終了 
 
ONU がスリープ期間中に，送信すべきデータが発生した場合，予定されたスリープ時間
が経過する前にスリープを中断し，データ送信を行う方がサービス品質の観点では望まし
い．OLT はスリープ中の ONU にもある程度の頻度でグラントを発行し，ONU はスリープ
を中断したらグラントに反応できるようにする．スリープの中断には以下２つの方法があ
る 
方法１：ONU が自律的にスリープを中断し，OLT に Sleep_Request メッセージを送信
しウェイクアップ要求する．このとき Sleep_Request のパラメータは Awake と
する（図 4.4 (a)） 
方法２：OLT から ONU に Sleep_Allow メッセージを送信しスリープ中止を通知する（図
4.4 (b)）．このとき Sleep_Allow のパラメータは Awake とする．ただし，Cyclic 
Sleep モードの場合，ONU は Sleep Allow メッセージを受信できない可能性が
あるため，OLT は下り XGTC フレームヘッダの FWI ビットを使用し，パラメー
タとしてAwake を表示する Sleep_Requestメッセージを ONU から受信するま
でスリープモード中断を通知し続ける． 
ONU OLT
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Sleep
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(Teri) start
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図 4.4 ONU スリープモードの終了 
 
 
4.3. ONU 省電力制御の EPON への拡張 
 
4.3.1. EPON での ONU 省電力制御の概要 
 
 前節で述べたように ITU-T 規格の XG-PON では ONU 省電力機能が盛り込まれたが，日
本，中国などアジア地域で普及している，IEEE 規格の EPON には省電力機能が定義され
ておらず，P1904.1 SIEPON にて議論中である．本章では，まず EPON での ONU 省電力
制御方式を提案する． 
 図 4.5 に EPON の MAC (Media Access Control)プロトコルである MPCP  (Multipoint 
Control Protocol) [4-4]の概要を示す．図 4.5 に示すように OLT は ONU に送信を許可する
時間を GATE メッセージに通知し，ONU は REPORT メッセージを OLT に送信すること
により必要な送信時間を要求する[4-4]． 
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図 4.5 EPON の MAC プロトコル 
 
 図 4.6 に EPON の管理モデルを示す．図 4.6 に示すように OLT と ONU は ONU 省電力
制御に関する状態管理を同期させる必要があり，これを制御信号の送受信により実現する．
この新しい制御プロトコルを定義する必要があるが，MPCP は標準化が完了し既存の
EPON の MAC プロトコルとして普及してしまっているため，これを変更することはでき
ない．従って ONU 省電力制御プロトコルは MPCP に変更を加えないものである必要があ
る． 
 OLT と ONU の各省電力制御機能は使用条件に応じ，コンフィグレーションが必要であ
るが，これも定義される必要がある．既存の EPON ではコンフィグレーションについては
拡張 OAM チャネルが用いられてきた． 
 2.4.5 節で述べたように，近年，各種 PON に共通の監視制御方式を適用することが検討
され，2011 年には G-PON/XG-PON の監視制御プロトコルが EPON あるいはポイント・
トゥ・ポイントイーサネットにも適用するよう拡張された[4-7]．このような技術動向を踏
まえ，XG-PON の ONU 省電力制御を EPON へ拡張するための MAC プロトコルの差分を
吸収する方法を検討する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 EPON の管理モデル 
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4.3.2. EPON におけるシグナリング 
 
 ONU 省電力制御に関する制御情報のやり取りには，リアルタイム制御が必要である．
10G-EPON ではこのような目的のため，拡張 MAC コントロールメッセージが定義された
[4-8]．現時点では，拡張 MAC コントロールメッセージはフレームヘッダのみ定義され，
内容については将来の機能拡張時に定義するためにリザーブされている．拡張 OAM チャネ
ルでは毎秒 10 フレームというレート制限があるのに対し，拡張 MAC コントロールチャネ
ルではレート制限がなくリアルタイム制御に適している．そこで，シグナリングについて
は拡張 MAC コントロールチャネルを使用し，表 4.3 に定義されている情報を拡張 MAC コ
ントロールメッセージに収容し OLT と ONU 間で状態を同期させることを提案する．表 4.4
に EPON の ONU 省電力制御に使用するシグナリングメッセージを示す．図 4.5 EPON
の MAC プロトコル図 4.5に示すように XG-PON と異なりEPON にはスーパーフレームが
ないため，表 4.3 中の FWI ビット伝送することはできない． 
 
表 4.4 EPON の ONU 省電力制御に使用する信号 
信号 内容 
Sleep Allow 
下り拡張 MAC コントロールメッセージ．パラメータ領域に
“Sleep allowed” または “Awake”を表示する． 
Sleep Request 
上り拡張 MAC コントロールメッセージ．パラメータ領域に
“Awake” または “Doze” または “Cyclic sleep”を表示する． 
 
 
4.3.3. ONU 省電力制御の EPON への適用する際の課題と解決策 
 
XG-PON の ONU 省電力制御を EPON に拡張するためには 2 点課題がある．１つは
EPON では FWI ビットを伝達する手段がないことである．これを解決するため，以下の制
御を行う．OLT が ONU を Cyclic Sleep モードから通常状態に戻そうとするときに，OLT
は FWI ビットを伝達する代わりにパラメータとして Awake を表示する Sleep_Allow メッ
セージを繰り返し送信する．ONUからパラメータとしてAwakeを表示するSleep_Request
メッセージを受信することにより，OLT は ONU が通常状態に戻ったことを確認する． 
もう一点は，EPON では LOSi 警報が定義されていないことである．すなわち ONU は
OLT から GATE メッセージを受信後の上りデータの送信が必須ではない．LOSi 警報の代
用として，MPCP タイムアウト[4-6]を使用し，リンク状態を監視することを提案する．す
なわち，OLT は MPCP フレームを 1 秒間未受信の場合，光ファイバの断線などの障害が発
生したと判定する．OLT が接続されている ONU の正常性を判定できるよう，ONU は周期
62 
 
的に通常状態に戻り，その間に GATE メッセージを受信したら REPORT メッセージを送
信する．図 4.7 に EPON における ONU スリープモード中の障害監視方法を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.7 EPON における ONU スリープモード中の障害監視 
 
 ONU 省電力制御を EPON への適用することを目的として，本論文で提案する EPON の
プロトコルをまとめると以下となる． 
(a) XG-PON の PLAOM メッセージと同様のパラメータを伝送する拡張 MAC コントロー
ルメッセージを定義する． 
(b) MPCP タイムアウトによりリンク状態を監視するため，ONU は周期的に起床する． 
(c) OLT が ONU のスリープモードを終了させる時，OLT はパラメータとして Awake を表
示する Sleep_Allow メッセージを ONU から応答があるまで繰り返し送信する． 
ONU OLT
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4.4. ONU 省電力制御による省電力効果と伝送遅延 
 
4.4.1. 省電力効果 
 
前節で述べたように，リンク状態の正常性監視のため ONU は周期的に起床する必要があ
る．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.8 ONU スリープモード中の電力消費 
図 4.8 に示すようにTaで示される一時的な起床状態とTsu で示される光送受信器セット
アップの時間は通常状態と同様に電力を消費する[4-9]．省電力モード中の平均消費電力を
式(4.1)に示す． 
Ps
TaTs
TsuTsPn
TaTs
TsuTaPav
+
−
+
+
+
=
      (4.1) 
 
 
式(4.1)における記号は以下を表す． 
Pav: 省電力モード中の平均消費電力 
Pn: ONU が通常状態にあるときの消費電力 
Ps: ONU が省電力状態にあるときの消費電力 
Ts: スリープ時間 
Ta: アウェア時間 
Tsu: ONU の光送受信器セットアップ時間 
 
式(4.1)による，ONU のスリープモード中の消費電力とスリープ時間の関係を図 4.9 に示
す．ここで，ONU の消費電力は通常モードの消費電力により正規化された値である．図 4.9
では以下の値を例[4-10]として用いた． 
OLT
ONU
Tg
Ts
Tsu
Grant 
signals
Ta
Low power state Full power state
Link states confirmation
Ts
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Pn:Ps = 100:75  (Doze モード) 
Pn:Ps = 100:63 （Cyclic sleep モード） 
スリープ時間はスリープ時間 Ts とアウェア時間 Ta の比である．光送受信器のセットア
ップ時間については例として以下の値とした． 
Ts:Tsu = 10:1（Doze モード/Cyclic sleep モード） 
 
図 4.9 に示すようにスリープ時間を長くするほど，消費電力を低減することができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9 スリープ時間と ONU の消費電力 
 
 
4.4.2. 上り方向のデータ転送遅延 
 
図 4.10 に示すようにスリープ中の ONU に上りデータが到着した場合，ONU はスリー
プモードから抜け，上りデータを送信する．この時の最大送信待ち時間 Tdu は式(4.2)で表
される． 
Tdu (Max) = Tsu + 2Tg + Tru (4.2) 
式(4.2)中の記号は以下を表す． 
Tdu (Max): 上り最大データ送信待ち時間 
Tsu: ONU の光送受信器セットアップ時間 
Tg: OLT の発行するグラント間隔 
Tru: ONU からの起床要求を受信した後の OLT のレスポンス時間．この時間は OLT のグ
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ラント割当アルゴリズムに依存する． 
 
 
図 4.10 上り方向のデータ送信待ち時間 
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4.4.3. 下り方向のデータ転送遅延 
 
スリープ中の ONU 宛の下りデータを OLT が SNI より受信した場合，最大送信待ち時間
は選択したスリープモードに依存する．Doze モードでは ONU の光受信器は動作している
ため通常状態と同様であり，送信待ち時間はない．Cyclic Sleep モードでは， OLT は ONU
宛のデータを，図 4.11 に示すように ONU のスリープ時間が終了するまでバッファリング
する必要がある．下りデータの最大送信待ち時間は式(4.3)で表現される． 
Tdd (Max) = Ts + Trd (4.3) 
式(4.3)における記号は以下を表す． 
Tdd (Max): 下り最大データ送信待ち時間 
Ts: スリープ時間 
Trd: OLT が起床を ONU に通知した後 ONU から起床要求を受信するまでのレスポンス
時間．この時間は ONU のメッセージ処理時間と OLT のグラント割当アルゴリズムに依
存する． 
 
 
図 4.11 下り方向のデータ送信待ち時間 
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4.5. ONU スリープ制御プロトコルのシステムへの適用 
 
4.5.1. ONU 省電力制御に関するプロビジョニングパラメータ 
 
前節で述べたように省電力効果を大きくするためにはスリープ時間を長くすれば良いが，
スリープ時間を長くするとデータ送信遅延時間も長くなってしまう．すなわち，省電力効
果とデータ遅延時間はトレードオフの関係にあり，ONU 省電力制御に関すコンフィグレー
ションは様々な要因を考慮した上でなされる必要がある．本節では，ONU 省電力制御に関
するコンフィグレーション方法について提案する．表 4.5 は ONU 省電力制御に関するコン
フィグレーションパラメータである． 
 
表 4.5 ONU 省電力制御のコンフィグレーションパラメータ 
記号 内容 
Tdu (max) 上り方向の最大データ送信待ち時間 
Tdd (max) 下り方向の最大データ送信待ち時間 
Tsu ONU の光送受信器セットアップ時間 
Ta ONU が省電力モード中のアウェア時間 
Ts ONU が省電力モード中のスリープ時間 
Tg OLT が ONU に発行するグラント間隔 
PSmode ONU が選択した省電力モード 
 
 表 4.5 のパラメータは前節における解析結果を考慮して以下のように設定されるべきで
ある． 
Tdu (max) / Tdd (max): これらのパラメータはサービス要求条件に依存する．OLT は加入
者との契約内容から決定されるこれらの値を保持する． 
Tsu: このパラメータは ONU の実装依存である.ONU はこの値を保持し，OLT は監視制御
インタフェース経由でこの値を取得する． 
Tg: 上りの帯域利用効率を考慮すると，OLT は通常状態にある ONU よりも省電力状態に
ある ONU に対するグラント間隔を長くすべきである．しかしながら式(4.2)によりこの値を
大きくすると上りの送信待ち時間が長くなってしまう．OLT は Tdu(max)によりこのパラ
メータの値を決定し，グラント間隔を DBA (Dynamic Bandwidth Allocation)[4-11]機能部
に設定する． 
Ta: リンク状態監視の目的から，ONU は周期的に通常状態に戻る必要がある．このパラメ
ータの値は複数回の GATE メッセージや Sleep_Allow メッセージのような制御メッセージ
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を受信できるように設定されるべきであり，OLT 側のメッセージ送信機能に関する性能に
依存する．OLT はこの値を決定し，ONU に関し制御インタフェース経由で設定する． 
Ts: 図4.9に示すようにこのパラメータに大きな値を設定することにより省電力効果を高め
ることができる．Doze モードではこのパラメータはデータ伝送遅延には影響しないため，
上限値は MPCP タイムアウトの値である 1 秒間である．Cyclic Sleep モードではこの値は
下り方向のデータ伝送遅延に影響する．従って少なくとも Tdd(max)以下に設定すべきであ
る．ONU は Doze モードと Cyclic Sleep モードで独立にこの値を保持し，OLT は監視制御
インタフェース経由でこれらの値を ONU に設定する． 
PSmode: ONU はトラヒック状況に応じ適切な省電力モードを選択し，Sleep_Request メッ
セージにより選択したスリープモードを OLT に通知する．OLT は Cyclic Sleep モードでス
リープ中の ONU 宛の下りデータを受信したら OLT でバッファリングする． 
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4.5.2. ONU 省電力制御に関するプロビジョニング手法 
 
図 4.12 に提案するプロビジョニング方法を示す．これを初期化時あるいはサービス内容
変更など，データ伝送遅延時間に対する要求条件が変更される場合に実行する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.12 提案する ONU 省電力制御のプロビジョニング方法 
 
図 4.12 中の各処理を以下に説明する． 
S1: OLT はデータべースに保持されているサービスに関する契約内容を参照し，Tdu 
(max) と Tdd (max)を決定する． 
S2: 図 4.13 にグラント間隔 Tg と上り送信待ち時間 Tdu(max)の関係を示す．OLT は
Tdu(max)に従って Tg の値を決定し OLT の DBA 機能部へ設定する．例えば Tdu (max)
が 15ms で Tsu が 5ms の場合，Tg を 5ms 以下に設定する． 
S3: OLT は Tg あるいは OLT のメッセージ生成に関する性能から Ta を，Tdd (max)に従
って Ts を決定する．例えば Tg が 5ms の場合，少なくとも 2 回以上のグラントを受信で
きるように Ta を 10ms 以上に設定する．例えば Tdd (max)が 15ms のとき，Ts を 15ms
以下に設定する．OLT は Ta と Ts を監視制御インタフェース経由で ONU に設定する． 
S4: ONU は適用可能な省電力モードを選択する．省電力効果はスリープ時間 Ts に依存す
る．図 4.14 に Ts/Ta を ONU の消費電力の関係を示す．図 4.14 では Ts は Cyclic sleep
モードでのみ可変値である．Doze モードでは Ts は固定値である．図 4.14 に示すように
Ts/Ta が 2 以下のとき，Doze モードを使用する方が Cyclic Sleep モードを使用するより
省電力効果を高められる．例えば，Ta が 10ms で Tdd (max)が 15ms である場合，Ts を
OLTONU
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15ms，すなわち Ts/Ta を 1.5 以下に設定する必要がある．この条件では ONU は Doze
モードを選択する方が Cyclic Sleep モードを選択するよりも高い省電力効果を得られる．
また，Tdd (max)が 20ms 以上である場合，Ts を 20ms，すなわち Ts/Ta を 2 以上に設定
する．この条件では，下りデータが無い場合 ONU は Cyclic Sleep モードを選択する方が
Doze モードを選択するよりも高い省電力効果を得られる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.13 グラント間隔 Tg の設定例と最大上り送信待ち時間 Tdu(max) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.14 Ta/Ts と ONU 消費電力 
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4.6. まとめ 
 
本章では，PON における消費電力最適化手法として ONU の送信側省電力状態とする
Dozeモードと，ONU の送受信側両方を省電力状態とするCyclic Sleep モードを紹介した．
次に，現状，ONU 省電力制御が適用されていないイーサネット PON へ ONU 省電力制御
を適用するためのプロトコルの拡張を提案した．さらに ONU 省電力制御による省電力効果
とデータ伝送遅延を定式化し，その結果に基づき効果的に ONU 省電力制御を運用するため
のプロビジョニング手法について提案した．提案するプロビジョニング方法では，Doze モ
ードと Cyclic Sleep モードで個別のスリープ時間を使用する．省電力制御により発生する
データ伝送遅延時間の許容値は適用するサービスに依存するが，ONU の省電力状態からア
クティブ状態への遷移時間をパラメータとして，許容される伝送遅延時間が閾値以下の場
合には ONU が Doze モードを選択する方が，Cyclic Sleep モードを選択するよりも省電力
効果が高められることを示した． 
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5. パッシブオプティカルネットワークの高信頼化制御 
 
5.1. まえがき 
 
3 章では帯域割当，４章では消費電力の低減について述べたが，本章では，PON を高信
頼化するための冗長構成の最適化について述べる．これまで PON は経済的に光アクセスを
実現できるという特徴からホームユースである FTTH に適用されてきた．次世代の 10Gbps
クラスの PON は，ホームユースにとどまらずビジネスユースへの適用も可能とする伝送容
量を持っている．しかしながら PON をビジネスに適用するためには高信頼化の機構が必要
である．PON はポイント・トゥ・マルチポイントである網トポロジのため，一か所の障害
が発生すると多数のユーザの通信が途絶えてしまう．ホームユース向けのベストエフォー
ト・インターネットサービスではこの問題は重大ではないが，ビジネスユーザでは高い信
頼性が求められ，サービス断は許容されない．仮に障害が発生した場合には，迅速な普及
が要求される．本章では PON の高信頼化を目的とした冗長切替方式についてのこれまでの
技術を紹介し，自由度とコストのバランスをとる冗長切替方式を提案する． 
 
 
5.2. 高信頼化制御に対する要求条件と課題 
 
5.2.1. PON プロテクションに対する要求条件 
 
 PONシステムの高信頼化を目的としてPONプロテクションがこれまで検討されてきた．
ITU-T 規格では Type-B と Type-C プロテクションが定義されている[5-1]．Type-B プロテ
クションでは，図 5.1 に示すように OLT 側の PON 終端機能部（PON-LT: PON Line 
Termination）と幹線ファイバを冗長化する．Type-B プロテクションでは OLT 側の待機系
PON-LT は光信号の送信を停止し，現用系の PON-LT のみが光信号を送信する．すなわち，
OLT側の現用系PON-LTとONUの通信障害が発生した後，迅速に待機系PON-LTとONU
の通信を確立する．このため POPUP 手順と呼ばれる再接続手順が用いられる[5-1]．現用
系PON-LTとスプリッタ間のファイバ長と待機系PON-LTとスプリッタ間のファイバ長は
異なることもあり，POPUP 手順では距離再測定までの手順を通常起動時よりも簡略化して
いる．Type-B プロテクションでは支線ファイバは冗長化されていないため，支線ファイバ
に障害が発生した場合には，そこに接続されているユーザの通信は途絶えてしまう．従っ
て，Type-B プロテクションではビジネスユースに要求される信頼性を満たすことはできな
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い． 
 
 
図 5.1 Type-B プロテクション 
 
Type-C プロテクションでは，図 5.2 に示すように，OLT 側と ONU 側の両方の PON-LT，
幹線ファイバ，スプリッタ，支線ファイバが冗長化される．すなわち，フルデュプレック
スシステムである．Type-C プロテクションでは両系の PON-LT は常時運用状態である．ま
た一つの PON に冗長化された ONU と冗長化されていない ONU の両方を収容することが
可能である．例えば，図 5.2 において加入者#1 は冗長化されているが加入者#2 は冗長化さ
れていない ONU を使用する．Type-C プロテクションはユーザ単位あるいはコネクション
単位の冗長切替であるとみなすことができ，冗長切替はパケット単位で行われる．例えば，
B-PON システムではコネクションは ATM セルヘッダにあるコネクション識別子[5-2]で判
別される．送信側では ATM セルの方路を切替，受信側ではセレクタを切替ることにより冗
長切替を実現する．Type-C では OLT と ONU 間で切替情報のやり取りが必要であり，APS 
(Automatic Protection Switching)[5-3]と呼ばれる制御メッセージが定義されている．
Type-C プロテクションでは支線ファイバに障害が発生した場合にも通信を復旧することが
可能であり，ビジネスユースに適する冗長構成であるといえる． 
 
75 
 
 
図 5.2 Type-C プロテクション 
 
 ITU-T 規格では PON の冗長構成が定義されたが，IEEE 規格の EPON では冗長構成は
定義されていない．イーサネットの規格である IEEE 802 では，冗長切替は一般的に上位
層の機能として定義されてきた．図 5.3 に示すように，近年，インターネットアクセス，音
声，映像など全てのアプリケーションはイーサネットベースで提供されている．イーサネ
ットベースの PON である，EPON[5-4]，10G-EPON[5-5]をアクセスネットワークに適用
することでプロトコル変換のない効率的なネットワークを構築することができる．ビジネ
スユースにおいてもイーサネット専用線の加入者数は増加している．従って，効率的で高
信頼な光アクセスネットワークを構築するためにはイーサネットベースの PON に冗長切
替方式を追加する必要がある． 
 
 
図 5.3 イーサネットベースのアクセスネットワーク 
 
 まず，イーサネットベースの PON における冗長切替の要求条件をまとめる．ビジネスユ
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ーザにとっては長時間を通信断に至らないことが重要である．障害発生時には，ポイント・
トゥ・ポイントである SDH 伝送装置に定義される 50ms での復旧が要求される[5-6]．さら
に，ポイント・トゥ・ポイントシステム[5-7]に対する PON のメリットである経済性を損な
わないよう，コストが上昇しないような冗長構成である必要がある． 
 
 
5.2.2. フルデュプレックス PON に関する課題 
 
 信頼性の観点からは，ITU-T G.983.5 に定義される Type-C プロテクションの構成が要求
される．このような冗長構成では，論理チャネル単位での冗長切替，すなわちパケット単
位での方路切替機能およびOLTとONU間での切替状態に関する同期が必要である．EPON
では論理チャネルはイーサネットのプリアンブル領域にある LLID (Logical Link 
Identifier)[5-4]により識別される．この論地リンクは PON 区間で確立される．EPON への」
ITU-T G.983.5 Type-C プロテクションの適用例を図 5.4 のシステム構成に示す．各論理リ
ンクのトラヒックは図 5.4 のクロスコネクト機能により振り分けられ，切替状態をやりとり
するメッセージチャネルは図 5.4 の OLT と ONU 双方の PON-LT(0)と PON-LT(1)で終端
する．このアーキテクチャでは冗長構成用の PON-LT には切替制御機能と切替情報をやり
取りするための装置内通信チャネルが必要である．これらの機能は冗長構成用ではない
PON-LT には不要な機能である．図 5.4 の例では，ONU#1 は冗長化を必要とするユーザ向
けであり，ONU#2 は冗長化不要なユーザ向けである．図 5.4に示す通り，ONU#1 と ONU#2
は異なる装置である．一般的にビジネスユースの加入者数はホームユースの加入者数に比
べ圧倒的に少なく，冗長化向けの特別な装置は高コストにつながる． 
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図 5.4 フルデュプレックス PON の構成 
 
 
5.3. レイヤ２プロトコルの適用によるフレキシブルな冗長切替制御 
 
5.3.1. レイヤ２プロトコルによる冗長構成 
 
 ここで，PON 区間とネットワークの境界では PON 区間の論理リンクとイーサネットの
論理チャネルを関連付けられることに着目する．イーサネットの論理チャネルはネットワ
ークでは VLAN (Virtual LAN) [5-8]のようなエンド・トゥ・エンドコネクションとして定
義される．EPON ではイーサネットフレームを透過転送するので，図 5.5 に示すように， 
PON プロテクションの代わりに STP (Spanning Tree Protocol) [5-9]や LA (Link 
Aggregation)[5-10]のようなレイヤ 2 プロトコルを使用することにより PON 区間の冗長化
が可能である[5-11]．このようなアーキテクチャでは冗長化するユーザと冗長化不要なユー
ザ向けでは同じ PON-LT を適用することが可能である．図 5.5 の例では冗長化を必要とす
るユーザに適用する ONU#1 と ONU#2，冗長化不要のユーザに適用する ONU#3 は同一の
ものである．さらに，図 5.5 における L2 entity (N) と L2 entity (U)は PON システム用の
特別のものである必要はなく，他のネットワークに適用されているレイヤ２制御プロトコ
ルをサポートする装置を使用可能である．コストの観点からは図 5.5 に占めるアーキテクチ
ャは有効であるが， STP や LA では一般的に切替時間は 1 秒以上であるためビジネスユー
スの要求条件を満たすことはできない． 
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図 5.5 レイヤ２プロトコルの適用による冗長構成 
 
 
5.3.2. イーサネットプロテクション適用による冗長構成 
 
 信頼性の観点からは ITU-T G.983.5 Type-C プロテクションが適しているが，コストの観
点では冗長化を必要とするユーザと冗長化を不要とするユーザでの共通の PON-LT を使用
できることが望ましい．これらの要求条件に応えるため，IEEE EPON/10G-EPON と 
ITU-T Ethernet PS  (Protection Switching) [5-12][5-13]を組み合わせた光アクセスシス
テムを提案する．図 5.6 に提案する冗長化 PON システムの構成を示すが，この構成では
PON プロテクションプロトコルは不要である．コネクション単位の切替を OLT に接続さ
れる L2 entity (N)と ONU に接続される L2 entity (U)により実現する．図 5.6 における L2 
entity (N)と L2 entity (U)は Ethernet PS をサポートし，高速の冗長切替をレイヤ 2 の論
理リンク単位で APS プロトコルを使用することにより実現する．APS を実現するために，
トランスミッションエンティティを監視することが必要であるが，これを Ethernet OAM 
(Operation, Administration and Maintenance) [5-14][5-15] で 定 義 さ れ る MEP 
(Management Entity Group End Points)間の CCM (Continuity Check Messages)の導通
を監視することで実現する． 
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図 5.6 提案する冗長化 PON システム 
 
 CCM 送信間隔を 10ms 以下のような短い間隔とすることにより，SDH プロテクション
と同様に高速の APS を実現する．図 5.7 に提案する冗長切替の手順を示す．CCM の 3 回
連続未受信を検出すると Ethernet OAM では該当のコネクションでは障害発生とみなす．
現用系パスでの障害発生を検出すると，L2 entity (N) と L2 entity (U)の間で待機系パス
にて切替手順を行う．伝送距離 20km の PON では OLT と ONU 間のラウンドトリップタ
イムは 0.2ms[5-3]であるが，これを考慮しても CCM 間隔を 10ms 程度とすることにより図
5.7 に示す切替手順を 50ms 以内に完了することは可能である． 
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図 5.7 Ethernet PS の手順 
 
 提案する冗長切替方式では，冗長切替は PON 区間の外側で実現するため，冗長化を必要
とするサービスと冗長化不要のサービス向けで PON-LT の共通化が可能である．さらに L2 
entity (N) と L2 entity (U)は PON システムのみならず，他のネットワークにも共通に適
用できるものである．冗長化 PON システムに特化しない装置を使用することによりコスト
の低減が可能である． 
 提案する冗長切替方式は，自由度が高いという別のもう一つの利点も持つ．冗長経路は
コネクション単位で設定するため，一つの PON に冗長化サービス用の ONU と冗長化しな
いサービス用の ONU を同時に収容可能である．従って，冗長系を持たないユーザにサービ
スアップグレードとして冗長系を追加することも容易である．また，Type-C プロテクショ
ンよりもさらに高信頼なアクセスネットワークを実現することも可能である．図 5.8 は異な
る OLT を経由して冗長経路を構成する例である．図 5.8 では，現用系経路は OLT#1 を経
由し，待機系経路は OLT#2 を経由する．これにより，OLT#1 全体に及ぶ障害が発生した
場合にも OLT#2 を経由する経路により通信を継続する． 
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図 5.8 提案する冗長切替方式の応用例 
 
 PON 区間で Ethernet OAM/PS を実現するためには，プロビジョニングをどのように行
うかが課題である．Ethernet OAM/PS では MEP の生成など冗長切替のために必要な情報
のプロビジョニングが必要である．プロビジョニングは OSS (Operation Support System )
が行うが，PON システムでは OLT は局舎にあるが ONU はユーザ宅にある．オペレータは
局舎にある OLT と L2 entity (N)と，OMCI (ONT Management and Control Interface) 
[5-16]のような OLT と ONU 間の監視制御チャネルを経由して ONU に対してもプロビジ
ョニングを行う．しかしながら，図 5.6 の構成では，ONU に UNI に接続される L2 entity 
(U)についてはプロビジョニングを行うことができない． 
 Ethernet OAM/PS のプロビジョニングを可能とする構成として図 5.9 に示す構成を提案
する．図 5.9 にて，２つの PON-LT と L2 entity (U)を ONU に収容する．この構成では OLT
側の Ethernet OAM/PS のプロビジョニングについては OSS から行い，加入者側の L2 
entity (U)については OMCI のような OLT と ONU 間の監視制御チャネル経由で行う．こ
れにより OLT 側と ONU 側双方の Ethernet OAM/PS のプロビジョニングが可能となり，
50ms での高速切替を実現する． 
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図 5.9 提案する冗長切替方式のプロビジョニング 
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5.4. まとめ 
 
本章では，パッシブオプティカルネットワークの高信頼化手段として検討されてきた各
種冗長構成を紹介した．次に，近年の動向であるサービスのイーサネットへの集約という
技術動向を踏まえ，PON へのイーサネットプロテクション適用を提案した．さらにイーサ
ネットプロテクションのパス構成を PON 区間に閉じず，OLT を跨ぐ構成とすることでよ
り高信頼で，柔軟なネットワークを構築できることを指摘した． 
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6. 結論 
 
6.1. 本研究で得られた成果 
 
本論文では，PON システムにおけるリソースを伝送帯域，消費電力，PON を構成する
終端装置と定義し，これらを有効利用する制御方式を提案し，シミュレーションにより効
果を確認し，提案方式をシステムに適用することで伝送帯域の有効利用，消費電力の低減，
冗長構成時の装置を有効利用できることを示した．以下に具体的な研究成果をまとめる． 
 
（１）PON の動的帯域割当制御に関する検討 
PON の動的帯域割当制御の基本である帯域予測手法についてトラヒックをモニタする方
式とバッファ量を通知する方式について制御メカニズムを解析し，各方式の長所と短所を
明らかにした．次に，将来の更なる広帯域 PON に向けて，既存の規格のバッファ量通知方
式ではバッファ量通知上限値が不足する問題に対し，バッファ量通知情報の圧縮方式を提
案し，帯域予測と情報圧縮の両方を実現できるバッファ量通知拡張コーディング方式を提
案しシミュレーションにより有効であることを示した．また，既存の規格を用いてのトラ
ヒックモニタ方式とバッファ量通知方式の制御遅延をモデル化し，インターネットトラヒ
ックにおける影響を検証し，PON の伝送速度が 1Gbps 領域では制御遅延の影響は少ないた
め必要帯域を直接把握できるバッファ量通知方式が有利であるが，PON の伝送速度が
10Gbps 領域になると制御遅延の影響が大きくなり同時送信 ONU の台数が少ない場合には
トラヒックモニタ方式との併用が有効であることを示した．すなわち，同時送信 ONU の台
数に応じて帯域予測方式を切り替えることで，PON の伝送帯域を有効利用できることを示
した． 
 
（２）PON における省電力制御に関する検討 
現在，ONU 省電力制御が適用されていないイーサネット PON へ適用する ONU 省電力
制御プロトコルを提案した．さらに ONU 省電力制御による省電力効果とデータ伝送遅延を
定式化し，その結果に基づき効果的に ONU 省電力制御を運用するためのプロビジョニング
手法について提案した．提案するプロビジョニング手法では，Doze モードと Cyclic Sleep
モードで個別のスリープ時間を使用する．省電力制御により発生するデータ伝送遅延時間
の許容値は適用するサービスに依存するが，ONU の省電力状態からアクティブ状態への遷
移時間をパラメータとして，許容される伝送遅延時間が閾値以下の場合には ONU が Doze
モードを選択する方が，Cyclic Sleep モードを選択するよりも省電力効果が高められること
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を示した．本研究にて提案する ONU 省電力制御方式はイーサネット PON の規格である
IEEE P.1904.1 (SIEPON)の ONU 省電力制御手順に採用された． 
 
（３）PON の高信頼化制御に関する検討 
PON の高信頼化を目的として，PON プロテクション方式を検討した．ビジネスユース
へ適用可能なフルデュプレック PON として，近年の動向であるサービスのイーサネットへ
の集約という技術動向に沿う，レイヤ 2 のプロテクションプロトコルを二重化した PON に
適用し，汎用性のある装置を使用することによる低コストでのプロテクション方式を提案
した．さらにプロテクションの経路を PON 区間に閉じず，OLT を跨ぐ構成とすることで
より高信頼で，柔軟なネットワークを構築できることを指摘した．本研究にて提案する PON
プロテクション方式は，通信の国際標準機関である ITU-T のサプルメントドキュメントで
ある G.sup51 にて，Type-C プロテクションの実現手段の一形態として採用された． 
 
 
6.2. 今後の展望 
 
本研究では TDM 型 PON のみを対象としたが，今後，さらなるユーザデータ帯域の拡大
に伴い，波長多重などを用いる方式の適用が考えられる．新たな伝送方式を使用する場合
の伝送帯域，消費電力，冗長構成時の装置有効利用についても今後検討していきたい． 
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